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第 1 章 序論 

 

1.1 研究の背景 

すべての結晶は、構成する原子やイオンの対称性から32の点群に分類される。

このうち立方晶の 1 つを除く 20 種の結晶は対称中心を持たない。対称中心のな

い結晶に機械的応力 T を印加してひずませると誘電分極（電気双極子）P が発生

し、ひずみの符号を変えると分極の符号も変わる。またこの結晶に電界 E を印

加するとひずみ S が発生し、電界の符号を変えるとひずみの符号も変化する。

このような現象は圧電効果と呼ばれ、1880 年に Pierre と Jacques Curie の兄

弟によって水晶で初めて見出された。図 1-1 には圧電効果が模式的に示されて

いる。 

 

図 1-1 圧電効果の模式図 

 

中心対称を持たない 20 種類の結晶中で 10 種類の結晶は有極性結晶で、外部

から電界を印加しなくても電気双極子（自発電気分極）を持ち焦電効果を示す。

そしてこの自発電気分極の向きが外部電界で反転できるものを強誘電体と呼ぶ。

現在実用されている圧電材料は水晶を除いてその殆どが強誘電体であり、これ

らの相互関係は図 1-2 のようになる。 

 圧電材料には色々な種類が存在するが、材料形態の視点からは単結晶、セラ

ミックス、薄膜、高分子、複合材料の 5 種類に分類され、分類毎にその特徴は

異なっている。表 1-1 には各分類に属する代表的な材料が示されている。ま

た、圧電材料の応用も多岐にわたるが、その応用分野は大まかには電子回路用
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デバイス、センサーデバイス、メカトロニクス・強力超音波デバイスに分類さ

れる 1, 2)。表 1-2 には各応用分野の代表的なデバイスや装置が例示されている。

応用分野によって圧電材料に要求される特性が異なるため応用分野毎に材料の

使い分けがなされている。電子回路用デバイス応用分野では温度変化や経年変

化に対する安定性が重視されるため、水晶などの単結晶が多用されている。そ

れほど高安定性の必要がないラジオなどの中間周波フィルタにはセラミックス

も用いられている。センサーデバイス分野では感度の高いことが要求されるた

め圧電ひずみ定数 d 及び圧電出力定数 g の大きいセラミックスが有用である。

ソナーや医用診断装置用の超音波トランスデューサには水や人体とのインピー

ダンス整合性に優れた高分子や高分子とセラミックスで構成される複合材料も

一部で使用されている。 

 

図 1-2 強誘電体の立ち位置 

 

表 1-1 圧電材料の形態別分類とその代表例 
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表 1-2 圧電材料の応用分野とその代表例 

 

一方、メカトロニクス・強力超音波デバイスの分野では大きな変位や発生力が

求められるため、圧電 d 定数と機械的品質係数 Qmが共に大きいセラミックスが

主に用いられている。マイクロ・エレクトロメカニカル・システム（MEMS）に

対しては薄膜状の圧電材料も使用されている。 

 電子回路用デバイスへの応用は歴史が古いこともあってこの関連技術は既に

ある一定レベルに到達している。また電話などの通信方式がアナログ方式から

デジタル方式に移行した今日では、アナログ通信時代には使用されてきた大量

かつ多種類のフィルタの必要性が低下し、この応用分野における圧電材料の高

性能化に対する要求も現在ではあまり強くはない。一方メカトロニクス・強力超

音波デバイス分野では圧電アクチュエータ 3)、超音波モータ 4) 、圧電トランス
5) など次々と新しい応用デバイスが提案されるに至り、研究開発が活発化して

実用化も進展している 6)。そして、これら新しいデバイスからの材料ニーズに応

えるべく材料に対する研究開発機運も高まりを見せている。 

一般に、圧電デバイスでは圧電材料で構成された振動子にその共振周波数に

相当する交流電界を印加して機械的共振を励振し、この共振現象を利用して

様々な機能を発現させる。電子回路用デバイスでは利用される振動レベルが比

較的に低いため、振動波形は正弦波と見なせる。そして長時間連続的に駆動して

も自己発熱による温度上昇も無視できる程度に小さい。一方メカトロニクス・強

力超音波デバイスでは高振動レベルの振動が利用される。この場合、振動は高電

界の交流信号を印加して励振され、励振された振動の波形は非線形効果により

ひずみ波（非正弦波）となる。そして機械的品質係数 Qmが著しく低下し、その

結果振動損失が増大して大きな発熱を伴う 5)。また、材料の弾性、誘電性、圧電

性も変化することが指摘されている。しかし高振動レベルで駆動された場合の

諸特性の高精度な測定法は確立されていないこともあり、この分野の研究は未
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だ十分には行われていない状況にある。従ってこの分野で使用される材料の適

性も明確にはされていない。 

 

1.2 研究の目的と進め方 

 上記の背景を踏まえて、本研究では代表的な圧電材料を採り上げ、高振動レベ

ルで駆動した場合の弾性、誘電性、圧電性、即ちハイパワー特性の高精度な測定

を行い、これら材料のハイパワー用途への適性評価を行うと同時に材料物性の

視点からハイパワー圧電特性について論じることを主眼とする。研究対象用材

料にはメカトロニクス・強力超音波デバイスの分野で多用されているジルコン

酸チタン酸鉛 PbZrO3-PbTiO3（PZT)を主成分とする 3 成分系圧電セラミックス

とニオブ酸リチウム LiNbO3（LN）圧電単結晶 7)、超音波医用診断装置などに使

用されている圧電 d 定数の極めて大きいマグネシウム・ニオブ酸チタン酸鉛

Pb(Mg, Nb)O3-PbTiO3 (PMN-PT)圧電単結晶、非鉛系の代表的圧電セラミック

ス、ニオブ酸カリウム・ナトリウム(K, Na)NbO3 (KNN)、また優れたハイパワー

特性が期待されるマグネシウム・ニオブ酸チタン酸鉛 Pb(Mg, Nb)O3-PbTiO3 

(PMN-PT)系電歪セラミックス 8)を選定した。そしてハイパワー特性の評価は市

販の PZT 系圧電セラミックスとの比較で行われた。これらの低振動レベル（振

動速度＜0.05m/s）における諸特性を表 1-3 と表 1-4 にまとめて示しておく。 

C213 材、C201 材、C21 材は（株）富士セラミックス製のハード系 PZT, C6 は

同社のソフト系PZTである。またN8は(株)トーキン製のハード系PZTであり、

N10 は同社のソフト系 PZT である。 

表 1-3 （株）富士セラミックス製 PZT 系圧電セラミックスの低振動  

レベルで測定された諸特性 
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ハイパワー特性の測定には電気的過渡応答法を用いた 9)。電気的過渡応答法で

は圧電振動子にバースト正弦波電圧を印加して振動を励振し、印加電圧除去後

の自由振動を観測することでハイパワー特性が測定される。しかし振動レベル

が高くなると振動波形はひずみ波となるため高精度の測定は望めない。そこで

本研究では測定精度の高度化を図る目的で、スペクトル解析手法を導入して正

弦波成分を抽出し、これを利用する方法を検討する。また、ひずみ波の原因を理

論と実験の両面から考察する。 

 

1.3 本論文の構成 

 第 2 章「ハイパワー圧電特性の測定法」では、まずハイパワー圧電特性と振動

レベルとの関係について論じる。次いで圧電特性の測定に通常使用される定電

圧法はハイパワー特性の測定には適さないことを明らかにする。さらにハイパ

ワー特性測定法として開発された 2つの測定法、定電流法と電気的過渡応答法、

の測定原理と特徴について比較検討する。その結果を踏まえて本研究で採用さ

れた電気的過渡応答法について、そのシステムの概略、データの解析法及び測定

例について述べる。 

 第 3 章「振動波形のスペクトル解析」では、高振動レベルの振動波形を周波数

スペクトル解析し、振動波形は多数の高調波成分を含むひずみ波であることを

示す。そしてこれらの高調波成分は固有振動の高次波ではないことを実験的に

明らかにする。更に測定データに周波数フィルタ処理を施して基本波成分（正弦

波）を抽出し、これを利用した高精度測定法を検討する。実験には圧電横効果で

表 1-4 （株）トーキン製 PZT系圧電セラミックスの低振動  

レベルで測定された諸特性 
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駆動されるセラミック縦振動子と円板の径方向拡がり振動子を用いる。 

 第 4 章「高調波の理論的検証」では、非線形効果を考慮した圧電基本式を用い

て振動解析を行い、第 3 章で得られた実験結果を理論的側面から検証する。そ

してひずみ波は弾性的非線形効果によって生じることを明らかにする。 

 第 5 章「セラミックス試料の作製法」では、本研究で使用される圧電セラミッ

クスの内 Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3-PbZrO3-PbTiO3（PMS-PZ-PT）及び(K1/2, Na1/2)NbO3 

(KNN)、そして電歪セラミックス Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3-PbTiO3（PMN-PT）の作

製方法について述べる。 

第 6 章 「圧電セラミックスのハイパワー特性」では、ハイパワー用材料とし

て実用性の高い PMS-PZ-PT に着目し、正方晶系と菱面体晶系との相境界とハイ

パワー特性との関係を論じる。また、代表的な非鉛系圧電セラミックス KNN に

ついても高振動レベル下におけるハイパワー特性を検討する。 

 第 7 章「圧電結晶のハイパワー特性」では２種類の圧電単結晶、LiNbO3 (LN)

と 0.7Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3-0.3PbTiO3（PMN-PT）、のハイパワー特性を論じる。 

 第 8 章「電歪セラミックスのハイパワー特性」では、室温では圧電効果を示さ

ず常誘電的に振る舞うが、大きな電歪効果を示す xPb(Mg1/3, Nb2/3)O3-(1-x) PbTiO3;  

x=1.0~0.9 (PMN-PT)系電歪セラミックスについて、特に直流バイアスの印加によ

り材料を予めひずませた状態での高振動レベル下におけるハイパワー特性を明

らかにする。 

第 9 章「各種圧電・電歪材料のハイパワー特性比較」では、市販されているソ

フト系及びハード系 PZT と比較しながら、圧電セラミックス PMS-PZ-PT と KNN、

圧電単結晶 LN と PMN-PT、電歪セラミックス PMN-PT のハイパワー特性につ

いて論じる。 

 第 10 章「結論」では、本研究で得られた主要な成果を測定法とハイパワー特

性とに分類して示す。 
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第 2 章 ハイパワー圧電特性の測定法 

 

2.1 緒言 

 圧電材料の弾性的、誘電的、圧電的諸特性は一般的には圧電振動子の共振特性

の測定から求められる。そしてこれらの諸特性は低振動レベルの振動を励振し

て測定する限りでは振動レベルとは無関係に一定値を示す。しかし振動レベル

がある程度高くなると諸特性は振動レベルの関数となることが知られている 1)。

この様な振動レベルにおける特性をハイパワー特性と呼ぶことにする。 

 低振動レベル領域では、通常、定電圧法に基づくアドミッタンスの共振周波数

近傍での周波数特性の測定から諸特性は決定される。しかし高振動レベル領域

では共振周波数付近でのアドミッタンスの周波数特性が不安定となり、この方

法で諸特性を求めることは困難となる。これに対してハイパワー特性の測定を

可能にする２つの測定法、定電流法 2)と電気的過渡応答法 3) が提案されている。 

本章ではまず振動レベルについて言及し、次いで定電圧法、定電流法及び電気

的過渡応答法の測定原理と特徴について論じる。そして電気的過渡応答法が本

研究で採用された理由を明らかにする。さらにこの測定法の測定システムの概

略、データ解析法、測定例について述べる。 

 

2.2 振動レベル 

 図 2-1(a), (b), (c)に示す圧電横効果で駆動されるセラミック縦振動子を例に採

り、まずは振動レベルについて論じる。(a)は振動子の形状と寸法を示すもので

各部の寸法は長さ ℓ、幅 w、厚さ d (ℓ≫w, d )で分極 P は厚さ方向になされてお

り、上下面には全面にわたり金属電極膜が施されている。(b)には長さ方向の第 1

次固有振動に対する振動速度 v の分布が、また(c)には応力 T の分布が示されて

いる。ここで添え字 m は最大値を意味する。 

 この振動子に交流電界を印加して第 1 次固有縦振動を励振した場合の振動子

に蓄積される歪エネルギーU は次式で示される。4） 

 U = ∫ udV = u̅
V

V                                       

(2.1) 

                    u̅ =
1

4
Y0Sm

2 =
1

4
Y0

−1Tm
2 =

1

 4
ρvm

2                          

(2.2) 

ここで u はひずみエネルギー密度、u̅は平均ひずみエネルギー密度、vm(=

∂ξm ∂t⁄ ,   𝜉𝑚:変位)は最大振動速度、Smは最大ひずみ、Tm は最大応力、Y0 はヤ

ング率、𝜌は密度、V(=ℓ × w × d)は体積を表している。このようにu̅は Sm, Tmある
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いは vmの一価関数で表されることから、Sm, Tm, あるいは vmは振動の強さ、即ち

振動レベルを表す普遍的なパラメータと言える。以下、本論文では振動レベルを

𝑇𝑚 (= √ρ s11
E⁄ vm,  𝑠11

E :弾性コンプライアンス)あるいは vm で表わすことにする。 

 

2.3 定電圧法 

 定電圧法とは低出力インピーダンス電源を用いて一定の電圧を試料振動子に

印加し、共振周波数付近のアドミッタンス|Y|特性を測定して諸特性を求める方

法である。図 2-2 には振動子の制動容量を補償する回路 5)を用いて、定電圧法で

測定したアドミッタンス|Y|の周波数特性が振動レベル（振動速度 v）をパラメー

タとして示されている。|Y|は上に凸の曲線を描き、共振周波数 fr で極大値をと

る。低振動レベルでは|Y|は frに対して左右対称となるが、振動レベルが上がると

対称性が崩れる。そして振動レベルがある一定値を超えると跳躍現象が現れる。

その結果|Y|の測定からは高振動レベルにおける fr やその半値幅 Δf の正確な測定

図 2-1 厚み方向に分極された測定用圧電横効果縦振動子 

(a)振動子の形状, (b)振動速度 vの振幅分布, (c)振動応力 T

の振幅分布 
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が困難となり、この方法はハイパワー特性の測定に適用することが出来ない 6)。

なお、跳躍現象は f = frとその前後の周波数とで振動レベルが大幅に変動するた

めに起るものと考えられている。 

2.4 定電流法 

 定電流法とは出力インピーダンスの高い電源を用いて試料振動子に一定の電

流を供給して、共振周波数付近のインピーダンス|Z|の周波数特性の測定から諸

特性を求める方法である。制動容量補償回路を使用すれば電流 i は振動速度に対

応する。図 2-3 には振動速度 v をパラメータとした場合の|Z|が示されている。|Z|

は|Y|とは逆に下に凸の曲線を描き、fr (=ωr/2π)で極小値をとる。そしてこの場合に

は振動レベルが変化しても対称性が損なわれることがない。従ってこの方法を

採用することでハイパワー特性の測定が可能となる 6)。なお、高振動レベルでも

跳躍現象が起らない理由は周波数が変化しても振動レベルが常に一定値に保た

れるためである。 

 圧電横効果縦振動子（図 2-1）に例を採とり、諸特性の測定法について述べる。

図 2-2 定電圧法で測定した各振動レベルのアドミッタンス波形 
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先ず定電流法を適用して fr, 共振周波数の半価幅 Δf, i を測定し、これと並行して

振動速度計を用いて振動速度 v を同時に測定すれば、弾性コンプライアンス s11
E、

圧電 d31定数、機械的品質係数Qmのハイパワー特性は次式に従って求められる。 

           ωr =
π

ℓ
√

1

ρs11
E                    (2.3)      

A =
i

v
=

2bd31

s11
E                                    

(2.4) 

 Qm =
ωr

∆ω
                                       

(2.5) 

ここで A は力係数を表すものとする。 

 

2.5 電気的過渡応答法 

 電気的過渡応答法の測定原理、測定システム、データ解析法及び測定例をハー

ド系 PZT セラミックス C201 材（表 1-3）で構成された圧電横効果縦振動子（図

2-1(a); ℓ=43, w=7, d=1mm ）を例に採り以下に論じる。 

 

2.5.1 測定原理 

 電気的過渡応答法の測定原理を図 2-4 の模式図に従って述べる。まず振動子に
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は共振周波数にほぼ等しい数 10msec 程度の時間幅を有するバースト電圧波 e が

印加され振動が強制的に励振される。振動が十分に立ち上がった時点で振動子

の電極端子間を電気的に短絡すると、振動子は共振周波数で機械的に振動しな

がらその振幅は経過時間 t の指数関数で減衰していく。この減衰過程における電

流 i と振動速度 v を同時測定し、これら振動波形のスペクトル解析から角周波数

ωrを得ることで諸特性が振動レベルの関数として表される。そして s11
E、d31、Qm

は次式から決定される。 

      A =
i

v
=

2bd31

s11
E                                       

(2.6) 

      β =
ℓn(

it1
it2

)

∆t
=

ℓn(
vt1
vt2

)

∆t
,   ∆t = t1 − t2                      

(2.7) 

   ωr =
π

ℓ
√

1

ρs11
E                                             

(2.8) 

                   Qm =
ωr

2β
                                                   

(2.9) 

   ここで β は振動の減衰定数を表す。   

図 2-5 は第１次固有振動の共振周波数付近での振動子の電気的等価回路を示し、 

図 2-4 電気的過渡応答法の測定原理 
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L1, C1, R1, Cd は各々等価インダクタンス、等価容量、等価抵抗、及び制動容量を

表す。これらの値及び比誘電率ε33
T は次式の関係から決定される。 

                   L1 =
m

A2                                           

(2.10) 

                   C1 =
1

ωr
2L1

                                       (2.11) 

                   R1 =
2mβ

A2                                           

(2.12) 

                   Cd =
ε33

𝑆 ε0ℓb

𝑡
   ,        𝐶1 +  𝐶𝑑 =  

ε33
𝑇 ε0ℓb

𝑡
              

(2.13)                     

ここで m は等価質量であり振動子の全質量の 1/2、また Cd は共振周波数より十

分に低い周波数で測定される容量であり、キャパシタンスメータなどを用いて 

別途測定される。 

 定電流法では振動子を高振動レベルで励振すると振動子の自己発熱により振

動子の温度が上昇する。従ってこの測定法で得られるハイパワー特性は温度特

性を含んだものとなるため、純粋なハイパワー特性とは言い難い。また温度が安

定状態に達するまでに長時間を要することもこの測定法の弱点となっている。

一方、電気的過渡応答法では測定に要する時間は 0.1s 以下と極めて短時間であ

る。その結果測定中の振動子温度の上昇は無視出来る程度に小さい。従ってこの

図 2-5 圧電素子の電気的等価回路 
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測定法で測定されたハイパワー特性は温度の影響を受けない純粋なハイパワー

特性と言える 6, 7)。 

 このように電気的過渡応答法は極めて短時間内に純粋なハイパワー特性の測

定が可能となることから、本研究ではハイパワー特性評価に電気的過渡応答法

を採用した。 

 

2.5.2 測定システム 8, 9) 

 図 2-6 に測定システムの概略を示す。ファンクションジェネレータとアンプで

構成された交流電源から共振周波数近傍のバースト電圧波（電圧 e, 時間幅～

10ms）を振動子に印加して大振幅振動を励振する。その後、電源電圧を e=0 と

する。その結果、振動子は共振周波数で減衰振動し、やがて振動は停止する。こ

の減衰振動の過程における振動速度 v をレーザドップラ振動速度計(LDV)で、ま

た電流 i を電流プローブで同時測定し、データをデジタルオシロスコープに記録

する。なお、減衰振動の継続時間は振動子の機械的品質係数 Qm に依存するが、

Qm=1000 程度の場合は約 40ms 程度である。 

図 2-6 電気的過渡応答法の測定システムの概略 
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 図 2-7 に振動速度 v と電流 i の測定例を示す。この様な減衰波形を取り込むこ

とで大振幅状態から小振幅状態までの連続した振幅情報が一度の測定で得られ

ることになる。なお、電圧印加直後の波形の乱れは印加電圧周波数と試料の共振

周波数との間に多少の差があるために生じるうなり現象が原因と推定される。 

減衰波形は電気端子間を短絡した状態での波形であるから、この減衰振動は電

界 E が一定の波形、即ち共振状態での波形と言える。従ってこのデータの解析

から得られる材料の諸定数は電界 E 一定の定数である。なお、電源電圧 e=0 の

実現にはアンプとしてバイポーラ型の内部インピーダンスが無視できる程度に

小さいものを用いる必要がある。 

 このように本測定法では電圧印加による強制振動の時間と減衰振動の時間と

を合わせても 0.1s 以下と極めて短時間であるため、振動損失に起因した自己発

熱により起る振動子温度の上昇は無視できる程度に小さい。 

 

2.5.3 データ解析法 8, 9) 

 振動速度 v 波形（図 2-7）を例にとりデータ解析方法について論じる。測定の

生データ中には種々の原因で生じる多くの周波数成分が含まれているため、パ

ソコンなどを利用してまず減衰波形をスペクトル分析し、バンドパスフィルタ

処理をして基本周波数成分 v1 を抽出する。次いでヒルベルト変換などの手法で

基本波の瞬時振幅 V と瞬時周波数 fr とを割り出す。図 2-8(a), (b), (c), (d)にはそ

れぞれ抽出された振動速度の基本波成分 v1, その瞬時振幅 V、瞬時周波数 fr 及び

減衰係数 β が示されている。振幅の減少、即ち振動レベルの減少に伴って frは増

図 2-7 電気的過渡応答法による実際の振動速度 v と電流 iの測定例 
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大、一方減衰係数 β は減少している。また、同様にして図 2-8(e)に示す電流の基

本周波数成分の瞬時振幅 I からも fr及び β の算出は可能である。 

 

2.5.4 測定例 10) 

 図 2-9(a), (b)には(a)力係数 A と等価抵抗 R1, (b)には等価インダクタンス L1 と

等価容量 C1 のハイパワー特性がそれぞれ振動速度 vmの関数で示されている。図

中で点線(#A)は定電圧法で測定された低振動レベル(vm<0.05m/s)を、また実線(＃

B)は電気的過渡応答法で測定された高振動レベルでの測定結果をそれぞれ示し

ている。定電圧法ではいずれも一定値を示すのに対して、電気的過渡応答法では、

A と C1 とは振動レベルの増大と共に微増、一方 L1 は微減している。そして R1は

急増することが分かる。この R1 の急増は振動子の発熱量の急増を示唆するもの

である。 

 また図 2-10(a), (b), (c)には弾性コンプライアンス s11
E, 圧電 d31 定数, 機械的品

質係数 Qm のハイパワー特性が Tm の関数で表示されている。図 2-9 と同様、図

中で点線(＃A)は定電圧法、実線(＃B)は電気的過渡応答法で測定されたそれぞれ

の測定結果を示している。定電圧法ではいずれも一定値を示すのに対して、電気

的過渡応答法では、s11
Eと d31 は振動レベルと共に増大する傾向があり、また Qm

に対しては急激な減少傾向が認められる。 

 以上のように電気的過渡応答法を利用すれば振動子の等価回路定数や材料の

諸特性のハイパワー特性の評価が可能となる。 
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図 2-8 抽出された振動速度の各成分 (a)振動速度 v1, (b)瞬時振幅 V,  

(c)瞬時周波数 fr
 
, (d)減衰係数 β, (e)瞬時電流振幅 I 
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図 2-9 各パラメータに与える振動速度の影響 

(a)力係数 A と等価抵抗 R1, (b)等価インダクタンス L1と等価容量 C1  

(a) 

(b) 
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図 2-10  (a)弾性コンプライアンス s11
E, (b)圧電定数 d31及び  

(c)機械的品質係数 Qmに与える振動応力(Tm)の影響 

(a) 

(b) 

(c) 
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2.6 結言 

振動レベルでその値が変動する状態における諸特性をハイパワー特性と定義

し、ひずみ、応力及び振動速度が振動レベルを表す普遍的なパラメータであるこ

とを述べた。また、ハイパワー特性の測定には電気的過渡応答法が適することを

明らかにし、その原理、測定システム、データの解析法を述べ、具体的な測定例

を示した。 
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第 3 章 振動波形のスペクトル解析 

 

3.1 緒言 

 電気的過渡応答法を用いた圧電材料のハイパワー特性の測定においては、ま

ず圧電振動子にバースト正弦波電圧を印加して高レベルの振動を励振する。次

いで振動子の電極端子間を短絡して電界 E=0 の電気的条件で減衰振動させる。

この減衰振動の振動速度 v と電流 i の測定からハイパワー特性を算出する。とこ

ろで高レベル振動には多数の周波数成分が含まれているため、その振動波形は

ひずみ波（非正弦波）となっている。従って測定された生データから直接算出さ

れたハイパワー特性には大きな誤差が生じる恐れがある。本章では測定データ

に周波数フィルタ処理を施して基本波成分（正弦波）を抽出し、これを利用した

高精度測定法を検討する。また、測定データのスペクトル解析からひずみ波の原

因を明らかにする。実験には圧電横効果で駆動される縦振動子と円板の径方向

拡がり振動子を用いる。 

 

3.2 基本縦振動のスペクトル 1) 

 

3.2.1 実験方法 

 実験に使用する圧電横効果縦振動子を図 3-1(a), (b)に示す。振動子材料にはハ

ード系 PZT セラミックス C21 材（表 1-3）を使用する。長さ ℓ=43mm,幅 b=7mm,

厚さ t=1m m の矩形板で対向する上下面には銀電極膜が焼き付けられており、厚

図 3-1  測定に用いた圧電横効果縦振動子 

(a)全面電極構造, (b)部分電極構造   
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さ方向に分極 P 処理されている。(a)は振動子の上下面全面に電極膜が施されて

おり（全面電極構造）、この電極構造では偶数次数の高次固有振動の励振が抑圧

される。一方(b)は 2/3 ℓ 長の電極膜が振動子の中央部に左右対称となるように施

されている（部分電極構造）。この振動子では第 2 次及び第 3 次固有振動の励振

が抑圧される。 

 測定には(2.5.2)項で論じた測定システムが使用された。振動励振用バースト正

弦波電圧の振幅は 50V0p, 周波数は 37.1kHz, 印加時間は 30ms とした。 

 

3.2.2 低振動レベルにおけるアドミッタンス特性 

 図 3-2(a), (b)には定電圧法で測定された低振動レベル（v<0.05m/s, Tm<1.5MPa）

におけるアドミッタンス|Y|と位相 θ の周波数 f 特性が示されている。(a)は全面電

極構造振動子、(b)は部分電極構造振動子に対する結果である。全面電極振動子

の基本固有振動周波数は fr=37.9kHz であり、偶数次数の固有振動が励振されな

い電極構造となっていることが確認される。また部分電極構造振動子の基本固

有振動周波数は fr=38.4kHz であり、第 2 次、第 4 次の偶数次数固有振動に加え

図 3-2 低振動レベルでのアドミッタンス Y と位相 θの 

周波数特性 (a)全面電極構造, (b)部分電極構造 

fr 

 

fr 
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て第 3 次の奇数次数固有振動の励振も抑圧されることが確認される。なお、全

面電極構造振動子と部分電極構造振動子の基本共振周波数間で多少のズレが見

られるが、これは電極部の弾性コンプライアンス s11
E が電界 E 一定であるのに

対して無電極部では弾性コンプライアンス s11
D が電束密度 D 一定となるためで

ある。 

 

3.2.3 周波数スペクトル 

 図 3-3(a), (b)には振動速度 v の周波数スペクトルが示されている。(a)は全面電

極構造振動子、(b)は部分電極構造振動子に対する結果である。また図 3-4(a), (b)

には振動速度と同時に測定された電流 i の周波数スペクトルが示されている。(a)

は全面電極構造振動子に対する結果であり、(b)は部分電極構造振動子に対する

結果である。これらの図において f1 は基本共振周波数にほぼ一致しており、f1 と

f2, f3, f4, f5 との間には次式の関係が成立している。 

                                      𝑓n = n𝑓1   (n =

図 3-3  振動速度 v の周波数スペクトル 

(a)全面電極構造, (b)部分電極構造 
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2, 3, 4, 5)                                   (3.1) 

 

先の図 3-2 から明らかなように全面電極振動子では偶数次数の高次固有振動は

抑圧されるため(a)における f2 と f4 は第 2 次及び第 4 次の固有振動を表すもので

はない。また部分電極構造振動子は第 2、3、4 次の固有振動が抑圧される電極構

造であることから(b)における f2, f3, f4 は第 2、3、4 次の固有振動に対応するもの

ではない。(3.1)式の関係が成立することからこれらは非線形効果に基づく高調波

と考えられ、f1 は基本調波、fn(n=2, 3, 4, 5)は第 n 高調波に対応するものと理解さ

れる。 

 この様に測定された振動速度と電流の振動波形は非線形効果に基づく高調波

成分を多数含むひずみ波であることから、測定生データを使用したのでは高精

度な測定は期待できない。そこで高精度化を図るためバンドパスフィルタ処理

を施して基本波成分を抽出し、その後でヒルベルト変換を施して振動速度と電

流の瞬時振幅の算出を試みる。 

図 3-4  電流 iの周波数スペクトル 

(a)全面電極構造, (b)部分電極構造 
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 図 3-5(a), (b), (c)はバンドパスフィルタ処理の効果示すもので、(a)には処理前

の瞬時の振動速度振幅 VH（薄色）と処理後の瞬時の振動速度振幅 VH’（濃色）

が、また(b)には処理前の瞬時の電流振幅 IH（薄色）と処理後の瞬時の電流振幅

IH
’（濃色）、(c)には処理前の基本調波周波数 fH（薄色）と処理後の基本調波周波

数 f’H
’（濃色）が示されている。これらの図から明らかなようにバンドパスフィ

ルタ処理を行うことで振動速度、電流、周波数の変動幅が大幅に低減される。従

ってこの処理はハイパワー特性の測定精度向上に対して大変有効に働くことが

明らかである。 
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図 3-5  ヒルベルト変換後の振動速度, 電流, 周波数の振幅 vH, iH, fH
 

(薄い色）及びバンドパスフィルタ処理後ヒルベルト変換した各振幅 v’H, 

i’H, f’H (濃い色) (a)振動速度, (b)電流, (c)周波数 
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3.3 高次縦振動のスペクトル 2) 

 

3.3.1 実験方法 

 本節の実験では 3 種類の電極構造を有する圧電横効果で駆動される縦振動子

が用いられた。図 3-6(a), (b), (c)はその電極構造を示すもので(a)は全面電極構造

振動子、(b)は中央部で上部電極が分割された 2 分割電極構造振動子、(c)は上部

電極が 3 等分された 3 分割電極振動子を示している。振動子材料、寸法、分極方

向は先の図 3-1 に示された振動子と同じである。全面電極構造振動子は基本固有

振動励振用振動子である。2 分割振動子は第 2 次固有振動励振用であり、一方の

電極に交流電界を印加して振動を励振する。他方の電極は短絡して電流測定用

に用いる。また 3 分割振動子は第 3 次固有振動励振用であり、中央電極は振動

の励振用であり、他の電極は短絡して電流測定用に使用される。 

 振動は基本、第 2 次、第 3 次固有振動周波数にほぼ等しいバースト正弦波電

圧 e=50V0p を振動子に印加して励振された。バースト波の印加時間は 15ms であ

る。 

 

3.3.2 低振動レベルにおけるアドミッタンス特性 

 図 3-7(a), (b), (c)には定電圧法で測定された低振動レベル（ v<0.05m/s, 

Tm<1.5MPa）におけるアドミッタンス|Y|の周波数 f 特性が示されている。(a)は基

本固有振動励振用振動子に対する結果であり、(b)は第 2 次固有振動励振用振動

図 3-6  測定に用いた振動子 

(a)基本固有振動励振用, (b)第 2次固有振動励振用,  

(c)第 3次固有振動励振用 
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子、(c) は第 3 次固有振動励振用振動子に対する結果である。また、表 3-1 には

各次数の固有振動周波数の実測値が示されており、添え字 r1, r2, r3, r4, r5 は固有振

動次数を表している。 

 基本固有振動励振用振動子では偶数次数の固有振動の励振は電気的に抑圧さ

れるため、奇数次数の固有振動のみが観測されている。第 2 次固有振動励振用

振動子に対しては基本固有振動励振用振動子では決して励振されることのない

第 2 次の固有振動が確認される。また、第 3 次固有振動励振用振動子は基本固

有振動励振用振動子の場合にほぼ等しい。従って基本固有振動励振用振動子を

第 3 次固有振動励振用に流用することも可能ではあるが、振動励振用と検出用

電極を分離する目的で第 3 次固有振動励振用にはこれを使用した。 

 なお、各振動子における高次振動の周波数は基本固有振動周波数の整数倍と

比較して多少低めの値を示す傾向がみられる。これは振動次数が上がると長さ

図 3-7  アドミッタンス|Y|の周波数スペクトル (a)基本固有振動励振用振動子, 

(b)第 2次固有振動励振用振動子, (c)第 3次固有振動励振用振動子 
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方向振動の波長が幅方向振動の波長に接近し、その結果両者の結合振動の影響

をより強く受けるためと推定される。 

 

3.3.3 周波数スペクトル 

 図 3-8(a), (b)には図 3-6(a)に示す振動子に基本固有振動周波数のバースト正弦 

波電圧 e を印加した場合の(a)振動速度 v と(b)電流 i の周波数スペクトルが示さ

れている。図 3-9(a), (b)、図 3-10(a), (b)にはそれぞれ図 3-6(b)に示す振動子に第 2

次固有振動周波数を、また図 3-6(c)に示す振動子に第 3 次固有振動周波数のバー

スト正弦波電圧 e を印加した場合の振動速度 v と電流 i の周波数スペクトルが示

されている。これらの固有振動周波数は表 3-1 と比較して多少低い値となってい

るが、これは表 3-1 が低振動レベル（v<0.05m/s, Tm<1.5MPa）での測定値である

のに対して、本データは v>0.4m/s 以上の高振動レベルでの測定値であることに

よる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1  低振動レベルでの各スペクトル成分の周波数  
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図 3-8  基本固有振動の周波数スペクトル 

(a) 振動速度 v, (b) 電流 i 

図 3-8  基本固有振動の周波数スペクトル 

(a)振動速度 v, (b)電流 i 
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図 3-9  第 2次固有振動の周波数スペクトル 

(a)振動速度 v, (b)電流 i 



                     33 

また、表 3-2 には各スペクトル成分の周波数がまとめて示されている。いずれ

の場合に対しても電気的に励振された固有振動を基本調波として、その周波数

fh1の整数倍の周波数成分 fh2, fh3, fh4, fh5（h1, h2, h3, h4, h5 は高調波の次数を表す。）

を有する高調波が重畳されているものと考えられる。即ち基本固有振動周波数

の振動を励振した場合には基本固有振動周波数の整数倍の周波数成分を有する

高調波が重畳され、第 2 次固有振動周波数の振動を励振すると第 2 次固有振動

周波数の整数倍の高調波が重畳される。そして第 3 次固有振動周波数の振動を

励振すると第 3 次固有振動周波数の整数倍の高調波が重畳される。この結果は

高レベル振動が励振されると、励振された振動の整数倍の周波数成分を持つ高

調波が弾性的非線形効果によって生じることを示唆している。 

 

 

 

図 3-10 第 3次固有振動の周波数スペクトル 

(a)振動速度 v, (b)電流 i 
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3.4 径方向基本拡がり振動のスペクトル 

 

3.4.1 実験方法 

 ここでの実験に使用する円板振動子を図 3-11 に示す。寸法は直径 2a=25mm,

厚さ t=1mm で上下面には銀電極膜が焼き付けられており、厚さ方向に分極 P 処

理されている。振動子材料にはハード系 PZT セラミックス C21 材（表 1-3）が

使用されている。振動励振用バースト正弦波の電圧は e=50V0p、周波数は

f=85.5kHz、電圧印加時間は 10ms である。 

 

表 3-2 振動速度 v と電流 iの周波数スペクトル 

図 3-11 測定に用いた円板振動子   

材料：ハード系 PZT(C21),  

寸法：直径 2a=25mm, 厚み t=1mm    
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3.4.2 低振動レベルにおけるアドミッタンス特性 

 図 3-12 には定電圧法で測定された低振動レベル（v<0.05m/s, Tm<1.5MPa）にお

けるアドミッタンス|Y|と位相角 θ の周波数 f 特性が示されている。|Y|の極大値は

固有振動周波数に対応しており、低周波側から順に基本固有振動周波数 fr1, 第 2

次固有振動周波数 fr2, 第 3 次固有振動周波数 f3r, 第 4 次固有振動周波数 f4r, 第 5

次固有振動周波数 fr5を表している。 

 円板の拡がり振動の第 n 次固有周波数 fr n (n=1, 2, 3, 4, 5)の理論式は次式で表さ

れる 3)。 

                 𝑓rn =
αn

2πa
√

1

ρs11
E (1−σ2)

                                           

(3.2) 

ここで αn は周波数定数、σ はポアッソン比を表しており、σ=0.3 とすれば α1=2.05, 

α2=5.39, α3=8.57, α4=11.73 である。従って円板の高次固有振動周波数は縦振動子

のように基本固有振動周波数の整数倍とはならない。因みに第 2, 3, 4 次固有振

動の周波数 fr2, fr3, fr4 と基本固有振動周波数 fr1 との間には fr2=2.64fr1,  fr3=4.19fr1, 

fr4=5.72fr1 の関係が成立する。表 3-3 には fr1, fr2, fr3, fr4, fr5 の実測値がまとめて示さ

れている。そして fr1と fr2, fr3, fr4 との間には fr2=2.62fr1, fr3=4.15fr1, fr4=5.64fr1 の関係

があり、理論から導かれる関係とほぼ一致している。 

 

 

図 3-12 低振動レベルでのアドミッタンス|Y|と位相角 θの周波数特性 
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3.4.3 周波数スペクトル 

 図 3-13(a), (b)には高振動レベルにおける(a)振動速度 v と(b)電流 i との周波数

スペクトルが示されている。各スペクトル成分を低周波数側から fh1, fh2, fh3, fh4, fh5

とし、その周波数をまとめて表 3-4 に示す。これらの間には(3.1)式と同形の次式

表 3-3 円板の径方向拡がり振動の固有振動周波数 

図 3-13 高振動レベルで計測した周波数スペクトル 

(a)振動速度 v, (b)電流 i    
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の関係が成立している。 

                                     𝑓hn = n𝑓h1   (n =

2, 3, 4, 5)                                  (3.3) 

このような関係の成立は fh2, fh3, fh4, fh5が非線形効果により発生した高調波である

ことを示唆している。そして fr2≠fh2, fr3≠fh3, fr4≠fh4, fr5≠fh5 であることは高調波と高

次固有振動とが全く別種の振動であることを意味する。即ち高調波は強制的に

励振された固有振動の整数倍の周波数成分を持つ振動であり、これらは弾性的

非線形効果に由来するものと理解される。 

 

3.5 結言 

 電気的過渡応答法を用いて高レベル振動を励振し、振動速度と電流の周波数

スペクトルが実験的に解析された。縦振動子に基本固有振動を強制励振した場

合には、その整数倍の周波数成分を有する振動が励振された振動に重畳されて

いることが明らかにされた。また、第 2 次固有振動、第 3 次固有振動を強制励振

した場合にはそれぞれの周波数の整数倍の周波数成分を有する振動が励振され

た強制振動に重畳されていることが明らかにされた。重畳されている振動の周

波数は励振された振動の周波数の丁度整数倍に当たること、またこれらの振動

には電気的には決して励振されることのない振動成分も多数含まれることから、

弾性的非線形効果に由来した高調波であると結論された。 

 縦振動では高次固有振動周波数が基本振動周波数の整数倍に当たることから、

高調波と高次振動との区別が困難である。そこで高次固有振動周波数が基本振

動の整数倍ではない円板の径方向拡がり振動に関しても同様のスペクトル解析

が行われた。その結果強制的に励振された固有振動に、その整数倍の周波数成分

を有する多数の振動が重畳されることが明らかとなった。 

上記の結果から圧電振動子に高振動レベルの固有振動を強制的に励振すれば、

励振された振動の整数倍の周波数成分を有する高調波が弾性的非線形効果によ

り誘起されると結論された。 
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第 4 章 高調波の理論的検証 

 

4.1 緒言 

 圧電横効果縦振動子に高振動レベルの固有振動を強制励振すると、その振動

波形はひずみ波となり基本振動以外にその整数倍の周波数成分を有する多数の

振動が含まれることが見出された。そして第 3 章ではこれら振動が実験的に検

討され、弾性的非線形効果によって生じた高調波であることが明らかにされた。

本章ではこの高調波に関して理論的側面から検討を加える 1,2)。 

 

4.2 電極構造と固有振動 

 一般に圧電振動子では、その固有振動周波数の交流電圧を振動子に印加して

振動が励振される。しかし固有振動周波数の交流電圧を印加すれば必ずその周

波数の固有振動が励振されるとは限らない。振動励振の可否は振動子の電極構

造にも依存しており、振動によって発生する電極板上の正負の電荷が相殺され

る電極構造の振動子では振動の発生は抑圧される。本節ではまず電極構造と固

有振動との関係を理論的に論じる。 

図 4-1(a), (b), (c)には本章の理論検討に用いる圧電横効果縦振動子の電極構造

を示している。振動子の各部寸法は長さ ℓ、幅 b、厚さ t で厚さ方向に分極 P さ

れている。(a)は上下面全面に電極膜が施された基本固有振動励振用振動子、(b)

図 4-1 理論解析用振動子モデル 

(a)基本固有振動励振用, (b)第 2次固有振動励振用,  

(c)第 3次固有振動励振用     
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は ℓ/2 長の電極を有する第 2 次固有振動励振用振動子、(c)は中央部に ℓ/3 長の電

極を有する第 3 次固有振動励振用振動子である。 

 振動子の長さ方向縦振動の固有振動次数を n(=1, 2, 3,・・・)とすると振動変

位 un はその振幅を u0として次式で表される 3)。 

   un = −u0cos (
nπ

ℓ
x) sin(nω0t + φ)                     

(4.1) 

ここで ω0 は基本固有振動周波数、𝜑 は初期位相である。 

 従って各次数に対するひずみ S1,n と電束密度 D3,nは次式で表される。 

      S1,n =
∂un

∂x
= u0 (

nπ

ℓ
) sin (

nπ

ℓ
x) sin(nω0t + φ)                        

(4.2) 

      D3,n = (
d31

s11
E ) S1,n = u0 (

nπ

ℓ
) (

d31

s11
E ) sin (

nπ

ℓ
x) sin(nω0t + φ)                

(4.3) 

図 4-2 には S1,nと D3,nの x 軸方向分布がその最大値で規格化して示されている。    

 

振動で電極板上に生じる電荷 Qnは電束密度を電極面積で積分することで求め

られ、次式で表される 4)。 
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      Qn = b ∫ D3,ndx                                                  

(4.4) 

(4.4)式を図 4-1(a)の電極構造振動子(電極長ℓ)に適用すれば基本、第 2 次、第 3 次

固有振動に対する電荷 Q1, Q2, Q3 は次式のように計算される。 

      Q1 = 2u0b (
d31

s11
E ) sin(ω0t + φ)                                    

(4.5) 

        Q2 = 0                                                           

(4.6) 

       Q3 = 2u0b (
d31

s11
E ) sin(3ω0t + φ)                                     

(4.7) 

ここで Q2=0 は電極上で正負の電荷が相殺されることを意味しており、この(a)

の全面に電極を設けた構造の振動子では第 2 次固有振動が励振されないことに

なる。 

 同様にして図 4-1(b)の半面に電極を設けた構造の振動子(電極長ℓ/2)では 

       Q1 = u0b (
d31

s11
E ) sin(ω0t + φ)                                       

(4.8) 

       Q2 = 2u0b (
d31

s11
E ) sin(2ω0t + φ)                                      

(4.9) 

       Q3 = u0b (
d31

s11
E ) sin(3ω0t + φ)                                    

(4.10) 

となり、この電極構造振動子では基本、第 2 次及び第 3 次の固有振動がすべて

励振可能である。 

 また図 4-1(c)の中央部のみに電極を設けた構造の振動子(電極長ℓ/3)では 

       Q1 = u0b (
d31

s11
E ) sin(ω0t + φ)                                    

(4.11) 

       Q2 = 0                                                     

(4.12) 

       Q3 = 2u0b (
d31

s11
E ) sin(3ω0t + φ)                                   

(4.13) 
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となり、第 2 次固有振動は励振されない。 

 先の図 3-1(b)に示した振動子（電極長2ℓ/3）に対しては 

       Q1 = 1.72u0b (
d31

s11
E ) sin(ω0t + φ)                                   

(4.14) 

       Q2 = 0                                                               

(4.15) 

       Q3 = 0                                                              

(4.16)  

となり、第 2 次と第 3 次固有振動の励振は抑圧される。 

 以上の結果は第 3 章の図 3-2(a), (b)、3-7(a), (b), (c)で示した実験結果を理論的

に裏付けるものである。 

 

4.3 非線形効果を考慮した圧電基本式 

電気・力学結合系で独立変数として応力 T と電界 E をとるとき、これに対す

る熱力学関数はギプスの自由エネルギーG であり、G は 

 

   G = Tj − dmiTiEm −
1

2
εmn

T EmEn −
1

3
sijk

E TiTjTk— dmijTiTjEm   −RmniTiEmEn 

−
1

3
εmnp

T EmEnEp −
1

4
sijkl

E TiTjTkTℓ −
1

4
εmnpq

T EmEnEpEq            (4.17) 

となる。そして(4.17)式を微分することによって次の圧電関係式が導かれる。 

   Si = sij
ETj + dmiEm + sijk

E TjTk + 2dmijTjEm + RmniEmEn + s
ijkℓ
E TjTk      (4.18) 

    Dm = dmiTi + εmn
T En + dmijTiTj + 2RmniTiEn + εmnp

T EnEp+εmnpq
T EnEpEq    

                                (4.19) 

 

ここでsij
E, dmi, εmn

T  はそれぞれ 2 次（線形）の弾性率、圧電率、誘電率である。

sijk
E , dmij, Rmi, εmnp

T  は 3 次の弾性率、圧電率、電歪率、誘電率であり、またsijkℓ
E 、

εmnpq
T は 4 次の弾性率と誘電率である。S、T、D はそれぞれひずみ、応力、電束

密度を表す。 

 図 4-1(a), (b), (c)に示した横効果縦振動子の電極間短絡状態での自由振動を想

定する。この場合の力学的，電気的条件は 
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0

0

321

65432





EEE

TTTTT
                            (4.20) 

 共振点付近での非線形は弾性的なものであるから式(4.18), (4.19)は 

 
3

13111

2

13111313

3

11111

2

11111111

TdTdTdD

TsTsTsS EEE




                                 (4.21) 

で近似される 5, 6)。 以下ではこの式に基づいて解析を進める。 

 

4.4 非線形振動と高調波 

 

4.4.1 基本固有振動励振 

 基本固有振動励振用振動子（電極長ℓ, 図 4-1(a)）に周波数 ω=ω0 の交流電圧を

印加して振動を励振した場合に発生する応力T1を次式の線形式で近似できるも

のと仮定する。 

    T1 = T0sin (
π

ℓ
x) sin(ω0t)                                          

(4.22) 

ここで T0 は応力の振幅を表す。(4.22)式を (4.21) 式に代入して整理するとひず

み S 1 と電束密度 D 1 の直流成分を除く最初の 3 つの調波は次式で表される。 

なお hn (n=1, 2, 3)は調波の次数を示すものとする。 

   S1,h1 = {s11
E +

3

4
s1111

E T0
2sin2 (

π

ℓ
x) + ・・・} T0sin (

π

ℓ
x) sin(ω0t)                     (4.23) 

   S1,h2 = {
1

2
s111

E T0 sin (
π

ℓ
x) + ・・・} T0sin (

π

ℓ
x) sin (2ω0t −

π

2
)                       (4.24) 

   S1,h3 = {
1

4
s1111

E T0
2sin2 (

π

ℓ
x) + ・・・} T0sin (

π

ℓ
x) sin(3ω0t −

π)                      (4.25) 

   D3,h1 = {d31 +

3

4
d3111T0

2sin2 (
π

ℓ
x) + ・・・} T0sin (

π

ℓ
x) sin(ω0t)                (4.26) 
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   D3,h2 = {
1

2
d311T0 sin (

π

ℓ
x) + ・・・} T0sin (

π

ℓ
x) sin (2ω0t −

π

2
)               (4.27) 

   D3,h3 = {
1

4
d3111T0

2sin2 (
π

ℓ
x) + ・・・} T0sin (

π

ℓ
x) sin(3ω0t −

π)                 (4.28) 

図 4-3 には最大振幅で規格化されたS1,hn, D3,hn(n = 1, 2, 3)の x 軸方向の振幅分布

が示されている。図 4-2 の固有振動に対する分布とは明らかに異なっており、高

調波に対しては偶数次数も存在できることが定性的に理解できる。 

  

実験結果と照合する目的で各調波に対する振動速度 vhn 及び電流 ihn(n=1, 2, 3) 

を計算すると以下のようになる。 

   vh1 =
d

dt
∫ S1,h1 dx =

− (
ℓ

π
) s11

E T0ω0cos (
π

ℓ
x) cos(ω0t)                                     (4.29) 

   Vh2 =
d

dt
∫ S1,2h dx = − (

ℓ

4π
) s111

E T0
2ω0 {sin (

2π

ℓ
x) −

2π

ℓ
x + π} 

                     × cos (2ω0t −
π

2
)                                

図 4-3 基本波固有振動(n=1)励振時の各調波のひずみ S
1, h

 

及び電束密度 D
3, h
の分布    
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(4.30) 

    Vh3 =
d

dt
∫ S1,h3 dx = − (

9ℓ

16π
) s1111

E T0
3ω0 {cos (

π

ℓ
x) −

1

9
cos (

3π

ℓ
x)} 

                         × cos(3ω0t − π)                             

(4.31) 

   ih1 =
d

dt
{b ∫ D3,h1dx

ℓ

0
} = (

2ℓ

π
) bd31T0ω0cos(ω0t)                         

(4.32) 

   ih2 =
d

dt
{b ∫ D3,h2dx

ℓ

0
} = (

ℓ

2
) bd311T0

2ω0cos (2ω0t −
π

2
)                      

(4.33) 

   ih3 =
d

dt
{b ∫ D3,h3dx

ℓ

0
} = (

ℓ

π
) bd3111T0

3ω0cos(3ω0t − π)                    

(4.34) 

 

振動子端部における振動速度 vhn(x=0, ℓ)は 

   vh1(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

π
) s11

E T0ω0cos(ω0t)                                

(4.35) 

   vh2(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

4
) s111

E T0
2ω0cos (2ω0t −

π

2
)                         

(4.36) 

   vh3(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

2π
) s1111

E T0
3ω0cos(3ω0t − π)                         

(4.37) 

となる。 

 以上の結果は圧電振動子に基本固有振動を励振すると、弾性的非線形効果に

よって基本調波の整数倍の周波数成分を有する振動、即ち高調波の励振される

ことを裏づけている。 

 

4.4.2 第 2 次固有振動励振 

 第 2 次固有振動励振用振動子（電極長ℓ/2, 図 4-1(b)）に周波数 ω=2ω0 の交流

電圧を印加して振動を励振した場合に発生する応力を次式の線形式で近似でき

るものと仮定する。 

          T1 = T0sin (
2π

ℓ
x) sin(2ω0t)                                  
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(4.38) 

ここで T0 は応力の振幅を表す。(4.38)式を (4.21) 式に代入して整理すると直流

成分を除く最初の 3 つの調波のひずみ S1,hn, と電束密度 D 3,hn (n=1, 2, 3)は次式で

表される。なお、ここでは第 2 項以下は省略されている。 

         S1,h1 = s11
E T0sin (

2π

ℓ
x) sin(2ω0t)                               

(4.39) 

         S1,h2 = (
1

2
) s111

E T0
2sin2 (

2π

ℓ
x) sin (4ω0t −

π

2
)                      

(4.40) 

         S1,h3 = (
1

4
) s1111

E T0
3sin3 (

2π

ℓ
x) sin(6ω0t − π)                     

(4.41) 

         D3,h1 = d31T0sin (
2π

ℓ
x) sin(2ω0t)                               

(4.42) 

         D3,h2 = (
1

2
) d311T0

2sin2 (
2π

ℓ
x) sin (4ω0t −

π

2
)                      

(4.43) 

         D3,h3 = (
1

4
) d3111T0

3sin3 (
2π

ℓ
x) sin(6ω0t − π)                     

(4.44)  
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図 4-4 には最大振幅で規格化されたS1,hn, D3,hn(n = 1, 2, 3)の x 軸方向の振幅分布

が示されている。この振動子の電極長はℓ/2であるから、図 4-3 の場合と全く同

様に基本調波の整数倍の周波数成分を有する高調波の存在することが定性的に

理解される。 

 

各調波の振動速度 vhn及び電流 ihn(n=1, 2, 3)は以下のように計算される。 

     vh1 =
d

dt
∫ S1,h1 dx = − (

ℓ

π
) s11

E T0ω0cos (
2π

ℓ
x) cos(2ω0t)                

(4.45) 

     Vh2 =
d

dt
∫ S1,2h dx = − (

ℓ

4π
) s111

E T0
2ω0 {sin (

4π

ℓ
x) −

4π

ℓ
x + 2π} 

                       × cos (4ω0t −
π

2
)                             

(4.46) 

    Vh3 =
d

dt
∫ S1,h3 d = − (

9ℓ

16π
) s1111

E T0
3ω0 {cos (

2π

ℓ
x) −

1

9
cos (

6π

ℓ
x)} 

                     × cos(6ω0t − π)                                

(4.47) 

     ih1 =
d

dt
{b ∫ D3,h1dx

ℓ

0
} = (

2ℓ

π
) bd31T0ω0cos(2ω0t)                       

図 4-4 第 2次固有振動(n=2)励振時の各調波のひずみ S
1, h 

   

及び電束密度 D
3, h 
の分布    



                     48 

(4.48) 

    ih2 =
d

dt
{b ∫ D3,h2dx

ℓ

0
} = (

ℓ

2
) bd311T0

2ω0cos (4ω0t −
π

2
)                 

(4.49) 

    ih3 =
d

dt
{b ∫ D3,h3dx

ℓ

0
} = (

ℓ

π
) bd3111T0

3ω0cos(6ω0t − π)                    

(4.50) 

 

振動子端部における振動速度 vh(x=0, ℓ)は 

    vh1(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

π
) s11

E T0ω0cos(2ω0t)                               

(4.51) 

    vh2(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

2
) s111

E T0
2ω0cos (4ω0t −

π

2
)                        

(4.52) 

    vh3(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

2π
) s1111

E T0
3ω0cos(6ω0t − π)                       

(4.53)  

となる。 

 以上の結果は、振動子に第 2 次固有振動を励振すると弾性的非線形効果で第

２次固有振動を基本調波として、その整数倍の周波数成分を有する高調波が発

生することを裏付けている。 

 

4.4.3 第 3 次固有振動励振 

 第 3 次固有振動励振用振動子（図 4-1(c)）に周波数 ω=3ω0 の交流電圧を印加し

て振動を励振した場合に発生する応力を次式の線形式で近似できるものと仮定

する。 

      T1 = T0sin (
3π

ℓ
x) sin(3ω0t)                                        

(4.54) 

ここで T0 は応力の振幅を表す。(4.54)式を(4.21) 式に代入して整理すると直流成

分を除く最初の 3 つの調波のひずみ S1,hn と電束密度 D 3,hn (n=1, 2, 3)は次式で表

される。なお、ここでは第２項以下は省略されている。 

    S1,h1 = s11
E T0sin (

3π

ℓ
x) sin(3ω0t)                                    

(4.55) 
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    S1,h2 = (
1

2
) s111

E T0
2sin2 (

3π

ℓ
x) sin (6ω0t −

π

2
)                         (4.56) 

    S1,h3 = (
1

4
) s1111

E T0
3sin3 (

3π

ℓ
x) sin(9ω0t − π)                          

(4.57) 

    D3,h1 = d31T0sin (
3π

ℓ
x) sin(3ω0t)                                    

(4.58) 

    D3,h2 = (
1

2
) d311T0

2sin2 (
3π

ℓ
x) sin (6ω0t −

π

2
)                           

(4.59) 

    D3,h3 = (
1

4
) d3111T0

3sin3 (
3π

ℓ
x) sin(9ω0t − π)                         

(4.60) 

図 4-5 には最大振幅で規格化されたS1,hn, D3,hn(n = 1, 2, 3)の x 軸方向の振幅分布

が示されている。この振動子の電極長はℓ/3であるから、図 4-3 の場合と全く同

様に基本調波の整数倍の周波数成分を有する高調波の存在することが定性的に

理解される。 

  

各調波の振動速度 vhn及び電流 ihn(n=1, 2, 3)は以下のように計算される。 

図 4-5 第 3次固有振動(n=3)励振時の各調波のひずみ S
1, h
   

及び電束密度 D
3, h 
の分布    
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  vh1 =
d

dt
∫ S1,h1 dx = − (

ℓ

π
) s11

E T0ω0cos (
3π

ℓ
x) cos(3ω0t)                   

(4.61) 

  vh2 =
d

dt
∫ S1,2h dx = − (

ℓ

4π
) s111

E T0
2ω0 {sin (

6π

ℓ
x) −

6π

ℓ
x + 3π} 

                    × cos (6ω0t −
π

2
)                               (4.62) 

  vh3 =
d

dt
∫ S1,h3 dx = − (

9ℓ

16π
) s1111

E T0
3ω0 {cos (

3π

ℓ
x) −

1

9
cos (

9π

ℓ
x)} 

                    × cos(9ω0t −

π)                                                     (4.63) 

   ih1 =
d

dt
{b ∫ D3,h1dx

2ℓ
3

ℓ
3

} = − (
2ℓ

π
) bd31T0ω0cos(3ω0t)                      

(4.64) 

  ih2 =
d

dt
{b ∫ D3,h2dx

2ℓ
3

ℓ
3

} = (
ℓ

2
) bd311T0

2ω0cos (6ω0t −
π

2
)                    

(4.65) 

  ih3 =
d

dt
{b ∫ D3,h3dx

2ℓ
3

ℓ
3

} = (
ℓ

π
) bd3111T0

3ω0cos(9ω0t − π)                   

(4.66)  

 

振動子端部における振動速度 vh(x=0, ℓ)は 

  vh1(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

π
) s11

E T0ω0cos(3ω0t)                               

(4.67) 

  vh2(x = 0, ℓ) = − (
3ℓ

4
) s111

E T0
2ω0cos (6ω0t −

π

2
)                          

(4.68) 

  vh3(x = 0, ℓ) = − (
ℓ

2π
) s1111

E T0
3ω0cos(9ω0t − π)                         

(4.69)  

となる。 

 本項での理論的検討結果は先に(4.4.1), (4.4.2)項の場合と全く同様に第 3 次固

有振動を励振すると、その振動を基本調波としてその整数倍の周波数成分を有

する高調波が弾性的非線形効果によって発生することを理論的に裏付けるもの

である。 
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4.5 理論と実験の比較 

 第 3 章では 3 種類の電極構造の振動子を用いて振動子に励振される固有振動

と高調波が実験的に調べられた。また本章ではこれらの振動励振の可否が理論

的側面から検討された。表 4-1 にはこれらの結果がまとめて示されている。理論

的検討は、固有振動に関しては第 3 次まで、高調波に対しては第 3 高調波まで

行われた。 まず縦振動子では(4.1)式から明らかなように基本固有振動の整数倍

の周波数成分を有する高次固有振動が存在することになる。しかし全ての高次

固有振動が必ずしも励振可能である訳ではなく、振動励振の可否は電極構造に

依存している。そして理論的に励振可能と判断される高次固有振動は全て実験

的にもその存在が確認されることが表 4-1 から明らかである。 

 

 

 一方高調波は弾性的非線形効果によって発生するものであるから、電極構造

とは無関係に励振された固有振動の整数倍の周波数成分を有することになる。

そして実際このことは理論、実験の両面から裏づけられることを表 4-1 は示して

いる。 

 

4.6 結言 

 圧電横効果縦振動子を高振動レベルで励振した場合、振動速度や電流波形に

は基本波以外にもその整数倍の周波数を有する振動が含まれる。これらの振動

表 4-1  固有振動と高調波の存在有無  
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の非線形効果を考慮した理論から検討を加えた結果、高調波であると結論され

た。 
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第 5 章 セラミックス試料の作製 

 

5.1 緒言 

本研究では測定用圧電材料として PZT 系圧電セラミックス Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3-

PbZrO3-PbTiO3（PMS-PZ-PT）、C213 材、C201 材、C21 材、N8 材、N81 材、N10

材、非鉛系圧電セラミックス（K1/2, Na1/2）NbO3 (KNN)、圧電単結晶 LiNbO3 (LN)、

Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3-PbTiO (PMN-PT)、電歪セラミックス Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3-PbTiO3 

(PMN-PT) を用いた。この内 PZT 系圧電セラミックス C213 材、C201 材、C21

材、N8 材、N10 材及び圧電単結晶 LN、 PMN-PT は市販品を利用した。一方圧

電セラミックス PMS-PZ-PT、KNN 及び電歪セラミックス PMN-PT は著者の手で

作製された。本章ではこれらセラミックスの作製方法と初期特性について述べ

る。 

 

5.2  Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3-PbZrO3-PbTiO3（PMS-PZ-PT）系圧電セラミックス 1) 

第３成分である Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3 の影響及び正方晶系と菱面体晶系との結晶

相境界(MPB)とハイパワー特性との関係を明らかにする目的で以下に示す２組

の組成のセラミックスを作製した。 

xPb(Mn1/3, Sb2/3)O3-yPbZrO3-(1-x-y)PbTiO3  

x=0.075, y=0.41～0.49 及び x=0, y=0.49～0.55。 

上記の組成式となるように、各種酸化物 PbO, ZrO2, TiO2, Sb2O5, MnCO3 の原料

を秤量し、所定の化学量論比となるように配合を行った。次に、遊星型ボールミ

ルで湿式混合（蒸留水、ZrO2 ボールを使用）し、得られた混合粉末を 850℃で 2

時間仮焼した。得られた仮焼粉末を同じく遊星型ミルにて粉砕後、バインダ

（PVA；ポリビニルアルコール）を加えて造粒し、プレス成形後、1200℃で 2 時

間 本焼を行った。得られた焼結体は、長さ l=43 mm, 幅 b=7 mm, 厚み t=1 mm

の寸法に切り出し、上下面に Ag 電極を印刷・焼付後、120℃のシリコンオイル

中で厚み方向に対して 3kV/mm の電圧を 5 分間印加して分極処理を行い、本試

験片を作製した。 
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5.3 (K1/2, Na1/2）NbO3 (KNN)系圧電セラミックス 

機械的品質係数 Qm を改善する目的で 1.5mol%の CuO を含む(K1/2, Na1/2)NbO3

セラミックス 2)を作製した。原料 NaHCO3、KHCO3、及び Nb2O5, CuO を所定の

化学量論比となるように配合し、遊星型ボールミルで湿式混合（エタノール、

ZrO2 ボールを使用）し、得られた混合粉末を 850℃で 2 時間仮焼した。得られた

仮焼粉末を同じく遊星型ミルにて粉砕後、バインダ（PVB；ポリビニルブチラー

ト）を加えて造粒し、プレス成形後、1100℃ 2 時間で本焼を行った。得られた

焼結体は、長さ l=30 mm、幅 b=4.6 mm、厚み t=1 mm の寸法に切り出し、上下面

に Ag 電極を印刷・焼付後、120℃のシリコンオイル中で厚み方向に対して

3kV/mm の電圧を 5 分間印加して分極処理を行い、本試験片を作製した。 

 

5.4  Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3-PbTiO3(PMN-PT)系電歪セラミックス 

組成式が (1-x)PbTiO3-xPb(Mg1/3, Nb2/3)O3 で表される３種類のセラミックス  

x=0.90, 0.95, 1.00 が作製された。以下では各組成を PMN/90, PMN/95, PMN/100 の

略号で表記する。上記組成のペロブスカイト単相のセラミックスを得るために、

図 5-1 に示すコロンバイト法を用いた 3)。 まず、出発原料として MgO と Nb2O5

粉末を遊星型ボ－ルミルで湿式混合（蒸留水、ZrO2 ボールを使用）し、得られた

混合粉末を 1150℃で 4 時間仮焼してコロンバイト（MgNb2O6）を合成した。次

いで所定量の MgNb2O6 粉末と PbO 及び TiO2 粉末を遊星型ボールミルで湿式混

合し、750℃で 4 時間仮焼を行った。得られた仮焼粉末を遊星型ボールミルで湿

図 5-1 コロンバイト法による PMN-PT系セラミックスの作製プロセス 
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式粉砕した。乾燥後、バインダ（PVA；ポリビニルアルコール）を加えて造粒し、

プレス成形後、1150℃で 2 時間焼成を行った。その焼結体より長さ l=30 mm、幅

b=4.6 mm、厚み t=1 mm の寸法に切り出した。最後にその試験片の上下面に Ag

電極を印刷・焼付けて、本試験片を作製した。 

 

5.5 結言 

 得られたセラミックス材料および LN, PMN-PT 結晶の基本物性については、

まとめて表 5-1 に示す。圧電特性については、インピーダンスの周波数特性から

共振-反共振法 4)より算出した。なお、電歪材料については、直流バイアス Eb を

0.2kV/mm 印加したときの低振動レベルにて測定した値を記載した。 
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表 5-1 作製した各種セラミックスの低振動レベルの特性 
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第 6 章 圧電セラミックスのハイパワー特性 

 

6.1 緒言 

 圧電アクチュエータ、超音波モータ、圧電トランスなどのハイパワー圧電デバ

イスでは高い振動レベルの圧電振動を利用してその機能が発現されている。圧

電材料を低い振動レベルで駆動する限りにおいては、その振動波形は正弦波で

あり、諸特性も安定している。しかし振動レベルがある一定値を超えると振動波

形がひずみ波となり 1)、諸特性も振動レベルで変動して不安定になる。特に機械

的品質係数 Qmは振動レベルの増大に伴って著しく低下し、デバイスの効率劣化

を招く 2)。また、Qm の低下は自己発熱の要因でもあることから、ハイパワー圧

電デバイスに使用される圧電材料に対しては高振動レベルまで Qm の変動が少

なく高い値の維持されることが望まれる。高振動レベルまで正弦波状の振動波

形が維持され、Qm 以外の諸特性も変動しないことが望ましい。 

 これまでの圧電材料の応用の中心は低振動レベルの圧電振動を利用した電気

通信用フィルタや発振素子（レゾネータ）などの電子回路用デバイスであったこ

とから、圧電材料のハイパワー特性への関心は低いものであった。ところが最近

になって、メカトロニクス分野への圧電デバイスの応用が活発になり、ハイパワ

ー用圧電材料への関心も高まりをみせている。そして PZT 系圧電セラミックス

を初めとして地球環境保護の視点から注目されている非鉛系圧電セラミックス

に関してもハイパワー特性の評価が行われるようになってきた 3-8)。しかしハイ

パワー特性の評価法が確立していなかったことも手伝って未だ十分な研究がな

されているとは言い難い。 

 本章では、圧電特性に優れ、かつ幅広く実用に供されている代表的な PZT3 成

分系圧電セラミックスである Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3-PbZrO3-PbTiO3（PMS-PZ-PT）に

着目し 9)、そのハイパワー特性を電気的過渡応答法を用いて測定評価する。そし

て物性論的な側面から材料組成とハイパワー特性の関係を論じる。 

また、非鉛系圧電セラミックスの中でも実用化への期待の高い(K1/2, Na1/2)NbO3

（KNN）に関しても、そのハイパワー特性の測定評価を行う。 
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6.2  Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3-PbZrO3-PbTiO3（PMS-PZ-PT）のハイパワー特性 10) 

6.2.1 PZT 系 3 成分固溶体 

 PbZrO3(PZ)はペロブスカイト型結晶構造を有する反強誘電体であり、また

PbTiO3(PT)はペロブスカイト型結晶構造を有する強誘電体である 11)。 そしてこ

れらは全率固溶体 PbZrO3-PbTiO3 (PZT)を形成することが可能であり、この固溶

体は図 6-1 に示すように PZ と PT の組成比を変化させると温度による相転移と

ともに組成による相転移を伴う。そして菱面体晶系強誘電相 FR と正方晶系強誘

電相 FT との相境界(MPB: Morphotropic phase boundary)付近の組成では結晶構造
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が不安定になり、電気的、機械的に柔らかいことが知られている。その結果図 6-

2 に示すように電気機械結合係数 kpや比誘電率 K33
Tは MPB 付近で極めて大きな

図 6-1  PbZrO3-PbTiO3系固溶体の相図 

図 6-2  MPB付近での圧電特性 

K
3
3
T
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値を示す。 

 2 成分系固溶体 PZT に複合ペロブスカイト酸化物 Pb(B1, B2)O3 (B1: Mg, Ni, Mn

など、B2: Nb, Sb, Ta など)を第 3 成分として加えて 3 成分固溶体を形成すると

PZT の諸特性の更に改善されることが知られている。第 3 成分を例えば Pb(Mn1/3, 

Sb2/3)O3 とした場合の電気機械結合係数 kp が図 6-3 に、また機械的品質係数 Qm

が図 6-4 に示されている。図から明らかなように kp, Qm が共に PZT の値を凌駕

している。 

 本節では 3 成分系 xPMS-yPZ-(1-x-y)PT 系セラミックスを例にとり、2 成分系

yPZ-(1-y)PT セラミックスと比較しながらそのハイパワー特性を論じる。そして

図 6-3  Pb(Mn1/3,
 
Sb2/3)O3-PZ-PT系材料の電気機械結合係数 kp 

図 6-4  Pb(Mn1/3,
 
Sb2/3)O3-PZ-PT系材料の機械的品質係数 Qm 
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圧電セラミックスのハイパワー特性の物性論的な側面からの考察を試みる。 

 図 6-5 には xPMS-yPZ-(1-x-y)PT 系の相図が示されており、図中で Pc は擬立方

晶系常誘電相を表している。測定試料には x=0.075, y=0.41~0.49 及び x=0, 

y=0.49~0.55 の 2 組の組成セラミックスを用いた。測定用圧電振動子には長さ

l=43mm, 幅 b=7mm, 厚さ t=1mm の圧電横効果縦振動子（図 3-1(a)）を用いた。 

 

6.2.2 低振動レベル特性 

 図 6-6(a), (b), (c), (d)には定電圧法で測定された低振動レベル（v<0.05m/s, 

Tm<1.5MPa）における(a)弾性コンプライアンス s11
E, (b)比誘電率 K33

T(=ε33
T/ε0, ε33

T:

絶対誘電率, ε0:真空の誘電率), (c)圧電 d31定数および (d)機械的品質係数 Qmを PZ

のモル分率 y の関数で示す。 

2 成分系 yPZ-(1-y)PT では y=0.52 付近に MPB が存在するため、この付近の組

成では s11
E、K33

T、d31 は極大となり、Qmは極小値をとる。一方 3 成分系 0.075PMS-

yPZ-(0.925-y)PT では MPB が y=0.45 付近にシフトするため、この付近の組成で

s11
E、K33

T、d31 は極大、Qmは極小となる。そしてこの 3 成分系では 2 成分系と比

較して d31 と Qmとが大幅に改善された。Qmの改善は第 3 成分中の Mn イオンの

一部がアクセプタとして働くためと推定されるが、d31 に関してはその改善理由

は不明である。 

図 6-5  3成分系固溶体セラミックス xPb(Mn1/3,
 
Sb2/3)O3-yPbZrO3 

-(1-x-y)PbTiO3系の相図 

FT：正方晶系強誘電相, FR：菱面体晶系強誘電相, PC：擬立方晶系常誘電相 
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なお、一般に 2 成分系では d31 と Qm の大きさがトレードオフの関係にあると

されているが、3 成分系でもこの関係が成立している。 

 

6.2.3 ハイパワー特性 

 図 6-7(a)には弾性コンプライアンス s11
Eが最大応力 Tm の関数で示されている。

3 成分系では Tmが 30MPa を超える高振動レベルまでほぼ一定であるが、2 成分

系では低振動レベルから振動レベルと共に増大する。そして後述するように Tm

が 10MPa を超えると振動損失パワー密度 Pdが急激に増大する結果(図 6-12), こ

れ以上振動レベルを上げることが困難となる。図 6-7(b)には s11
E の変化率 Δs11

E/ 

s11
E

(0)が Tm に対して対数表示されている。ここで添え字(0)は Tm<1.5MPa の低振

動レベルでの値を意味する。 

 図 6-8(a)には比誘電率 K33
T が Tm の関数で示されている。また、図 6-8(b)には

図 6-6  低振動レベルにおける圧電的諸特性 (a)弾性コンプライアンス s11
E, 

(b)比誘電率 K33
T, (c)圧電定数 d31, (d)機械的品質係数 Qm 
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２成分系の K33
T の変化率 ΔK33

T/K33
T

 (0)が、そして図 6-8(c)には 3 成分系の

ΔK33
T/K33

T
 (0)がそれぞれ Tmの関数で対数表示されている。s11

Eと同様に K33
Tも 

Tm と共に増大する傾向にあるが s11
E に見られるような 2 成分系と 3 成分系との

間の差は殆ど認められない。 

 図 6-9(a),(b)には d31とその変化率 Δd31/ d31(0)が各々Tmの関数で示されている。

図 6-10 には力係数 A(=2bd31/s11
E)が、また図 6-11(a),(b)には機械的損失 Qm

-1 とそ

の変化率 ΔQm
-1/ Qm

-1
(0)が Tm に対して示されている。d31, A, Qm

-1 に関しても s11
E

や K33
Tと同様に Tmと共に増大する傾向が認められ、その程度は 3 成分系に比し

て 2 成分系のほうがより顕著であることも共通している。そして s11
E、K33

T、d31、

Qm
-1 を k で代表させた場合、これらの結果は次の実験近似式を与える。 

    k = k0(1 + αTm
β

)                            

図 6-7 (a)弾性コンプライアンス s11
Eと (b)その変化率 Δs11

E/s11
E 

の振動応力 Tmに対する依存性 
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(6.1) 

ここで α と β は材料で決まる定数である。なお、本実験式の物理的意味に関す

る考察は今後の検討課題としたい。 

 圧電的諸特性の振動レベル依存性は、弾性振動による周期的な振動応力の発

生が強誘電性非 180˚分域壁の運動を促進するために起こるものと理解されてい

る 12-15)。 なお、3 成分系が 2 成分系と比較して振動レベル依存性の小さい理由

は、第 3 成分である PMS 中に含まれる Mn イオンの一部がアクセプタ欠陥を生

成して強誘電性非 180˚分域壁のピン止め効果を発揮するためと推定される 16-18)。 
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図 6-8  (a)比誘電率 K33
T, (b)2成分系の比誘電率の変化率 ΔK33

T
 

/K33(0)
T 

及び (ｃ)3成分系の比誘電率の変化率の振動応力 Tmに対する依存性 
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図 6-9  (a)圧電定数 d31と (b)その変化率 Δd31/ d31 

の振動応力 Tmに対する依存性 

図 6-10  力係数 Aの振動応力 Tmに対する依存性 
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6.2.4 振動損失パワー密度 

 圧電材料の振動損失パワー密度 Pd は次式で表される。 

          Pd =
1

4
ρω0vm

2 Qm
−1 = 𝑃𝑚𝑄𝑚

−1                                  

(6.2) 

ここでρは密度、ω0は角共振周波数、Pm は蓄積機械パワー密度を表す。ハイパ

ワー圧電デバイスの効率や発熱現象は材料の Pd と密接に関係しており、一般に

振動レベルの増大に伴って Pd も増大する傾向がある。従ってハイパワー圧電デ

バイス用材料としては、高振動レベルまで Pd 値が低く保たれる材料が望ましい

ことになる。以下この観点から Pd と Tmとの関係を論じる。 

 図 6-12 には Pd が Tmの関数で示されている。2 成分系では Tmが 10MPa を超え

図 6-11 (a)機械的損失 Qm
-1と (b)その変化率 ΔQm

-1/ Qm
-1 

の振動応力 Tmに対する依存性 
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る辺りから Pd が急激に増大し入力電力の大部分は熱エネルギーとして消散され 

 

るため、これ以上の振動レベル、換言すれば蓄積機械的エネルギーの増大は見込

めない。従って Pd の急増に対応する振動レベルがこの材料で実現可能な振動レ

ベルの最大値と言える。一方 3 成分系では Tm が 30MPa を超える高振動レベル

まで Pd が低い値に保たれることが明白であり、2 成分系との比較でハイパワー

用途に適した材料と言える。これは(6.2.3)項で論じたように、第 3 成分である

PMS 中に含まれる Mn イオンの一部がアクセプタ欠陥を生成して強誘電性非

180˚分域壁のピン止め効果を発揮し、これが振動損失の増大を抑圧するためと理

解される。 

 図 6-13 には Tm をパラメータとして Pd が PZ のモル分率 y の関数で示されて

いる。2 成分系では y=0.52 付近、3 成分系では y=0.45 付近の MPB 組成領域で Pd

が極大となっている。ところで MPB 付近の組成領域では FT相と FR 相との自由

エネルギーがほぼ等しいことから、僅かな応力で FT 相と FR 相との相変態が起

こること、また FT 相では a 軸と c 軸の入れ替えの可能性もあると指摘されてい

る 19) 。換言すれば MPB 付近の組成領域では結晶構造が不安定な状態にあると

言える。従って結晶構造の安定性もハイパワー特性の重要な支配因子であるこ

とが示唆される。 

 また、低振動レベルでの圧電特性は MPB 付近の組成で最大となることから

（図 6-6）、通常低パワー圧電デバイス用には MPB 付近の組成が選択される。し

かし高振動レベルでは逆に MPB 付近の組成で振動損失パワー密度 Pd が最大と

図 6-12  振動損失パワー密度 Pd の振動応力 Tmに対する依存性 
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なるため、ハイパワーデバイス用圧電材料としては MPB から少し離れた組成が

望ましい。 

 

6.3 (K1/2, Na1/2)NbO3（KNN）のハイパワー特性 

6.3.1 低振動レベル特性 

 本節では KNN セラミックスのハイパワー特性を PZT 系圧電セラミックス

C213 材, C201 材, C21 材, C6 材との比較で論じる。試料振動子には(6.2)節で論じ

たものと同一形状・寸法の縦振動子を用いた。本項ではまず低振動レベルで測定

された材料特性について述べる。 

 本材料の低振動レベル（Tm<1.5MPa）における諸特性は、表 5-1 のとおりであ

る。KNN では s11
E と K33

T とがハード系 PZT（C213, C201, C21 材）よりも小さ

い値を示しており、弾性的、誘電的にはかなり硬い材料と言える。Qm はソフト

系 PZT（C6 材）とハード系 PZT との中間にある。また、この材料はその構成元

素として鉛を含まないため密度が PZT よりかなり低いことも特徴の一つに挙げ

られる。 

 

6.3.2 ハイパワー特性 

 KNN を高振動レベル(20MPa)で駆動した場合の振動速度 v と電流 i との周波数

スペクトルを図 6-14(a), (b)に各々示す。基本固有振動周波数のバースト正弦波電

圧を印加して振動が励振されていることから、これらスペクトルは基本調波、第

図 6-13  振動応力 Tmをパラメータとした振動損失パワー密度 Pd
 

 の PbZrO3モル分率 yに対する依存性 
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2 高調波、第 3 高調波・・・に対応するものとしてよい。即ち PZT 系圧電セラミ

ックスで見られたように、KNN でも高振動レベルで駆動すればその振動波形は

非線形効果に起因したひずみ波になることが明白である。 

 図 6-15(a), (b)には弾性コンプライアンス s11
E とその変化率 Δs11

E/ s11
E

(0)が応力

Tmに対して示されている。ここで添え字(0)は Tm<1.5MPa 以下の低振動レベルで

の値を表している。また、図 6-16(a), (b)には比誘電率 K33
Tとその変化率 ΔK33

T /  

K33
T

 (0)、図 6-17(a), (b)には圧電 d31 定数とその変化率 Δd31/ d31(0)、図 6-18(a), (b)に

は Qm
-1 とその変化率 ΔQm

-1/ Qm
-1

(0)、そして図 6-19 には力係数 A が Tmの関数で 

表示されている。s11
E, K33

T, d31, Qm
-1 のいずれに関しても Tmと共に増大する傾向

が見られる。そしてここでも(6.1)の実験式が近似的に成立することが分かる。 

 個別の特性については、ソフト系 PZT の弾性コンプライアンスの変化率はハ

図 6-14  KNN材を高振動レベルで駆動時の 

周波数スペクトル (a)振動速度 v, (b)電流 i 
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ード系と比較して約 1 桁程度大きい。KNN の変化率はハード系とほぼ同等とみ

られる。比誘電率も弾性コンプライアンスと同様にソフト系の変化率はハード

系と比較して約 1 桁程度大きい。一方 KNN はハード系より更に１桁弱小さい値

となっている。圧電定数に関しては弾性コンプライアンスの場合と類似してお

り、その変化率はソフト系が一番大きく、ハード系とKNNは同程度の値を示す。

機械的損失ではその変化率はソフト系、ハード系、KNN の順に小さくなってい

る。 

  

 

 

 

 

図 6-15  KNN材料における s11
Eの Tm依存性  

(a) s11
E

(0) vs. Tm, (b) Δs11
E/s11

E
(0) vs. Tm 
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図 6-16 KNN材料における K33
T の Tm依存性  

  (a) K33
T vs. Tm, (b) Δ K33

T
 

/K33
T

(0) vs. Tm 
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図 6-17  KNN材料における d31の Tm依存性  

(a) d31 vs. Tm, (b) Δd31/d31(0) vs. Tm 
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図 6-18  KNN材料における Qm
-1の Tm依存性  

(a) Qm
-1vs. Tm, (b) Δ Qm

-1
 

/ Qm(0)
-1

 

vs. Tm 

図 6-19  KNN材料における力係数 Aの Tm依存性         
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ハイパワー特性の良否判定に重要となる振動損失パワーP の Tm 依存性は図 6-

20(a), (b)に示されており、(a)では線形表示、(b)では対数表示されている。図から

明らかなようにハード系はソフト系と比較して高振動レベルまで振動損失の少

ない結果となっており、ハイパワー用途にはハード系がソフト系と比較して優

れていることが明らかである。一方 KNN はソフト系と比べればハイパワー特性

は優れているといえるが、ハード系を凌駕する迄には至らないと言えよう。 

  

 

ハイパワー用途への適否は材料定数からみれば Qm の大きさと関係している。

今回評価に用いた KNN の Qmは 400 程度であるが、2000 を超える値も報告され

ていることから、今回の評価結果のみから KNN はハイパワー用途に不適と断定

することはできないことを付け加えておく。 

図 6-20  KNN材料における振動損失パワーPの Tm依存性 

(a)線形表示, (b)対数表示 

(a) 

(b) 
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6.4 結言 

 2 成分及び 3 成分系 PZT 及び非鉛系 KNN 圧電セラミックスについて、電気的

過渡応答法にて高振動レベルでの圧電特性及びそのハイパワー特性が評価され

た。特に振動損失パワー密度 Pd について、その結果を表 6-1 にまとめて示す。

C6, C213, KNN の Pd については、図 6-20 の振動損失パワーP から算出した。振

動応力 10MPa 時の Pd は、ソフト系 PZT(C6)が一番大きく、次いで KNN、ハー

ド系 PZT(C213, PMS-PZ-PT)の順に小さくなった。中でも 0.075PMS-0.47PZ-

0.455PT の Pd は 0.05W/m3 と最も小さく、高振動レベルで最も振動損失の小さい

材料でといえる。従って本研究で評価した圧電セラミックス中では 0.075PMS-

0.47PZ-0.455PT が実用的には一番優れたハイパワー用材料であると言えよう。 
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第 7 章 圧電結晶のハイパワー特性 

7.1 緒言 

 本章ではニオブ酸リチウム LiNbO3 (LN)単結晶と、マグネシウム・ニオブ酸鉛

Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3（PMN）とチタン酸鉛 PbTiO3（PT）との２成分固溶体結晶 (PMN-

PT) を採りあげ、PZT 系セラミックス（C213 材、C6 材; 表 1-3）との比較して

そのハイパワー特性を論じる。  

LN は三方晶系の強誘電体結晶で、その圧電性は水晶よりは大きいが PZT セ

ラミックスと比較すれば小さい。物理的、化学的に安定であり、また径 150mm

程度の結晶がチョクラルスキー法で比較的容易に作製可能なことから高速光変

調器などの光デバイスや携帯電話などの SAW フィルタに実用されている 1)。 そ

して最近になってキュリー温度が 1210˚C と高い（PZT 系セラミックスは 120～

400˚C）、高電界を印加しても室温では分極反転しない、大振幅で駆動しても機

械的品質係数 Qm が高い値を保持するなどの性質を利用した高温用強力超音波

トランスデューサ 2) や圧電トランス 3) 、圧電アクチュエータ 4) などのハイパ

ワー圧電デバイスも注目されている。ハイパワー特性の評価も行われてはいる

が、自己発熱による試料温度の上昇を伴う定電流法が用いられているため、正確

なハイパワー特性の評価が行われているとは言い難い 5)。またハイパワー材料評

価には必要不可欠な弾性定数、誘電定数、圧電定数及び振動損失パワー密度に関

するハイパワー特性は報告されていないようである。このような背景で LN のハ

イパワー特性の評価を行う。 

30年以上前からジルコン酸鉛PbZrO3(PZ)とチタン酸鉛PbTiO3(PT)との2成分固

溶体PZTの単結晶作製研究はなされてきたが、未だに2mm角を超える大型結晶

育成の成功例はない。この理由はPZTが高温で分解し易いPZを含むためとされ

ている。一方、PZを含まないPb(Sc, Nb)O3, Pb(In, Nb)O3, Pb(Zn, Nb)O3などのペ

ロブスカイト構造の緩和型強誘電体と正常強誘電体であるPTとの2成分固溶体

は比較的容易にブリッジマン法などで大型結晶（径>50mm）が得られるように

なってきた。そして最近になってこれら2成分固溶体結晶がPZTを遥かに凌ぐ大

きな圧電性を示すことが明らかとなって注目されるようになり6) 、医用診断装

置用の超音波プローブなどへの応用も始まっている。また，PMN–PT 単結晶は

ナノメートルサイズの極めて微細な強誘電性非180°分域構造を有し，かつその

分域壁が外部電界の印加に対して可逆的運動を瞬時に行う性質を有することが

「その場透過型電子顕微鏡観法」により明らかにされている7) 。この事実は

PMN–PT 単結晶が必ずしもハイパワー用途に適する材料ではないことを示唆し

ている一方、本材料で構成された圧電トランスがハード系PZT を凌ぐ優れたハ

イパワー特性を示すと言う報告もある8)。このような背景でPMN–PT 単結晶を

採り上げ，電気的過渡応答法を用いて本材料のハイパワー特性を測定評価す
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る。そして強誘電性非180°分域壁運動とハイパワー特性との関係を明らかにす

る。また，ソフト系PZT，ハード系PZT，LN 単結晶との比較でPMN–PT 単結

晶のハイパワー材料としての位置付けを明確にする。 

 

7.2  LiNbO3 (LN)及び Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3- PbTiO3(PMN-PT)系単結晶 

のハイパワー特性 

7.2.1 低振動レベル特性 

 LN 単結晶振動子には圧電 d23 定数が比較的大きい 128˚回転 Y 板（(株)山寿セ

ラミックス製）の長さ方向縦振動子を用いた。各部の寸法は長さ l=43mm, 幅

b=7mm, 厚さ t=0.5mm で表裏面全面にわたり金電極膜が形成されている。PMN–

PT 単結晶振動子には組成が 0.7Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3–0.3PbTiO3 で表される菱面体

晶の(100) 板(JFE ミネラル(株)製)を用いた。振動子寸法は長さ l=35mm, 幅

w=4mm, 厚み d=0.5mm，電極材料は NiCr/Au である。これら単結晶振動子の定

電圧法で測定された低振動レベル（Tm<1.5MPa）での諸特性を表 7-1 に示す。 

 

7.2.2 周波数スペクトル 

 LN振動子の定電圧法で測定された低振動レベルでのアドミッタンス|Y|の周波

数特性を図 7-1 に示す。周波数 f = fr1 =64.904kHz のピークは第 1 次固有振動、ま

た f = fr3 =3fr1 =193.710kHz 及び f = fr5 = 5fr1 =314.529kHz のピークはそれぞれ第 3

次と第 5 次の固有振動に対応している。なお、振動子の表裏面には全面にわた

り電極膜が形成されているため、偶数次数の固有振動は励振されない。図 7-2 に

表 7-1  本検討の単結晶材料の圧電特性 
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は電気的過渡応答法で測定された振動速度 v の周波数スペクトルが示されてい

る。f = fh1 =64.926kHz 以外にもその整数倍の周波数成分 f = fh2 = 2fh1 =129.867kHz, 

f = fh3 = 3fh1 =194.793kHz の含まれることが明白であり、これらは弾性的非線形効

果で生じた第 2 及び第 3 高調波である。なお、f =110.412kHz, 175.354kHz にも小

さなスプリアスが存在するがその原因は明らかではない。 

図 7-1  LiNbO3結晶のアドミッタンス Yの周波数特性 

図 7-2 LiNbO3結晶の振動速度 vの周波数スペクトル 
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 PMN-PT 振動子の低振動レベルにおけるアドミッタンス|Y|の周波数特性は図

7-3 に示す。周波数 f = fr1 = 21.190 kHz のピークは長さ方向縦振動の基本固有振 

動，f = fr3 = 3fr1= 63.506 kHz，f = fr5 ≅ 5fr1 = 103.66 kHz はそれぞれ第 3 次，第 5 

次固有振動に対応している。振動子の対向する表裏面全面にわたり金属電極膜

が施されているためこれも偶数次数の固有振動は励振されない。なお，第 5 次

固有振動周波数が基本固有振動周波数の整数倍から少しずれる理由は幅方向振

動との結合振動の影響を受けるためである 9,10)。図 7-4，7-5，7-6 にはそれぞれ

PMN–PT 振動子の v, i,電圧 e の周波数スペクトルの解析結果を示す。v と i に

関しては f =fh1 =19.53 kHz を基本波としてその整数倍の周波数成分，f = fh2 = 2fh1 

=38.94 kHz，f = fh3 = 3fh1=58.47 kHz，f = fh4 = 4fh1 = 78.00 kHz，f = fh5 =5fh1 =97.53 

kHz が観測される。なお，e には基本調波 fh1 以外の周波数成分が含まれないこ

とから fh2，fh3，fh4，fh5 は電気的に励振された振動ではなく，弾性的非線形効果

で生じた高調波としてよい 9,10)。また，fh1 が fr1 と比較して多少低い値を示す理

由は fr1 が振動速度 vm～0.05 m/s の低振動レベルでの測定値であるのに対して

fh1 が vm～0.9m/s の比較的高振動レベルでの測定値であることによる 10)。 
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図 7-3  PMN-PT結晶のアドミッタンス|Y|の周波数特性 
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図 7-4  PMN-PT結晶の振動速度 vの周波数スペクトル 

図 7-5  PMN-PT結晶の電流 iの周波数スペクトル 
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7.2.3 ハイパワー特性（振動レベル特性） 

測定されたv とi の減衰振動にバンドパスフィルタ処理を施して基本調波成

分を抽出し，これを用いて諸定数の振動レベル特性を算出した。図7-7，7-8，

7-9，7-10にはLN及びPMN–PTの弾性コンプライアンスs11
E(s23

E)，比誘電率

K33
T(K22

T)，圧電定数d31(d23)，機械的損失Qm
−1 の振動レベル特性をそれぞれ示

す。なお，比較のためソフト系PZT(C6)，ハード系PZT(C213)の振動レベル特性

も同時に示す。まずs11
E(s23

E)，K33
T(K22

T)，d31(d23), の絶対値を比較するとPMN–

PT > ソフト系PZT > ハード系PZT > LN の順に大きい。Qm
−1に関してはソフ

ト系PZTとPMN–PTとの間で大きな差はない。次にこれらの定数が増大を始め

る振動レベルを比較すると，K33
T(K22

T) に関しては変化率が小さいため明白で

はないが，絶対値が大きい程低振動レベルからその値が増大する傾向にあるこ

とが分かる。一般に強誘電性圧電材料の諸特性は結晶構造に由来する本質的寄

与分と強誘電性非180 ° 分域壁運動や結晶相変態などに由来する外因的寄与分

とから構成されることが知られている11)。そしてPMN–PT では電界印加に対し

て非180°分域壁が瞬時，かつ容易に可逆的な運動を行う性質を有することが実

験的に確認されている7)。この結晶はPZT と同様に強誘電・強弾性体であるこ

とから，応力による分域壁の可逆運動の可能性は論じるまでもない。従って

PMN–PT におけるこの性質が上記の実験結果に反映されているものと理解され

る。ソフト系PZT とハード系PZT に対する実験結果の差は，ハード系PZT の 

図 7-6  PMN-PT結晶の駆動用印加電圧の周波数スペクトル 

f
h1
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結晶中に存在するアクセプタ欠陥が分域壁運動を阻害することで生じたもので

あろう11-13)。また，LN は非180° 分域を含まない単分域構造結晶であるため分 

図 7-7  LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)の 

弾性コンプライアンス s11
E

 

の振動応力 Tm特性比較 

図 7-8 LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)の 

比誘電率 K33
Tの振動応力 Tm特性比較 
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域壁が存在しない。従ってPZTと比較して分域構造が極めて安定であるため、

振動レベル依存性も小さいと考えられる。LNではQmが高く、かつ高振動レベ

図 7-10  LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)の 

機械的損失 Qm
-1の振動応力 Tm特性比較 

図 7-9  LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)の 

圧電定数 d31の振動応力 Tm特性比較 
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ルまで高Qm値が保持されるが、この理由はこの分域構造の安定性が他の材料と

比較して極めて高いためと推定される14)。また，PMN–PT はソフト系PZT と

の比較でs11
E，K33

T，d31 に関しては両者の間でかなり大きな相違が見られる

が，Qm
−1 に関しては両者の差は小さい。この原因については現時点では不明

であり，今後の検討課題としたい。 

なお，ここでは振動レベルを表示するパラメータとして応力Tm を使用した

が，デバイス設計などの局面では振動速度vm が多用されている。そして振動

子の密度をρ とすれば両者の間には次式の関係が成立する。参考までに図7–11 

にその関係を図示しておく。 

 

(7.1) 

 

    

7.2.4 振動損失パワー密度 

振動損失パワー密度Pd は振動子の効率を表す指標であり，同時に自己発熱

量を表す指標でもある。Pd が大きくなると振動子の効率が低下し，振動子温

度も上昇して特性が不安定化する15-17)。従って圧電材料のハイパワー特性の優

劣や実用的振動レベルの上限値は(6.2.4)項で定義された振動損失パワー密度Pd 

の大きさで定まることになる。 

図 7-11  LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)に対する 

振動応力 Tmと振動速度 vmとの関係 
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図7–12 にはLNとPMN–PT に対するPd の振動レベル特性がソフト系

PZT(C6)，ハード系PZT(C213)との比較で示されている。式(6.2) の関係からも

明らかなようにPd vs Tm はQm
−1 vs Tm の関係と類似しており，Tm を一定値に

固定するとPd はLN < ハードPZT(C213) < ソフトPZT(C6)∼=PMN–PT の関係が

存在する。即ちQm
−1 の小さい材料ほどPd も小さくハイパワー特性に優れた材

料と言える。 

図 7–13 には LN と PMN–PT の蓄積機械パワー密度 Pm が Pd に対して表示

されている。各材料の Pd を Pm = 一定の断面で比較すると LN < ハード

PZT(C213) < PMN–PT∼=ソフト PZT(C6) の順に小さい。この図から材料のハイ

パワー用途への適否がより一層明確になる。即ち Pd は振動子を電気的に連続駆

動した場合の消費電力に相当する量であることから、一定の蓄積機械パワー密

度を得るために必要とされる消費電力が分かる。例えば 1×104 kW/m3 の蓄積機械

パワー密度を得る場合を想定すると、LN では約 0.5 kW/m3, C213 では約 5 kW/m3

そして PMN-PT で約 200kW/m3、C6 で約 300 kW/m3 の電力を消費することにな

る。この結果は材料のハイパワー用途への適性の順序が LN, C213, PMN-PT, C6

であることを示すものである。またこの図はデバイスの小型化への適性をも示

すものであり、一定の振動損失パワー密度に対する蓄積機械パワー密度の高い

材料ほど小型化が可能であることを表す。 

この結果、PMN–PT の消費電力はソフト系 PZT 並みであり，LN と比較して

図 7-12 LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)の 

振動損失パワー密度 Pdと振動応力 Tmの関係 
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3 桁程度大きい。以上の結果から PMN–PT は PZT を凌ぐ極めて大きな圧電性

を有する材料ではあるが，そのハイパワー特性はソフト系 PZT 並みであり，LN 

には遥かに及ばない材料であることが明白である。 

第 6 章で論じたようにハード系 PZT（C213）ではアクセプタと酸素空孔とが

欠陥双極子を形成し、これが強誘電性自発分極 Ps に配向して分域壁のピン止め

効果を発揮し分域構造を安定化させる 13,18)。 一方ソフト系 PZT（C6）ではドナ

ーがアクセプタ欠陥を補償するように作用して分域構造は不安定になる。この

分域構造の安定性の差が諸特性の振動レベル依存性に影響するものと理解され

る。 

一方、LN は PZT と比較して格段に高い振動レベルまで Pd の増大が抑圧され

ることから、非常に優れたハイパワー用圧電材料と判断される。LN は単分域構

造結晶であるため分域壁が存在しない。また室温では外部電界を印加しても分

極反転が起こらない性質を有している。即ち LN は物理的に非常に安定であり、

これが PZT 凌ぐハイパワー特性を示す理由であろう。 

 

7.3 結言 

電気的過渡応答法を用いて LN単結晶と PMN－PT単結晶の圧電的諸特性の振

動レベル依存性が測定され、そのハイパワー特性が主に振動損失パワー密度の

側面からソフト系及びハード系 PZT セラミックスとの比較で論じられた。そし

てハイパワー特性は LN > ハード系 PZT > PMN-PT > ソフト系 PZT の順になる。

図 7-13   LN と PMN-PT, ハード系 PZT(C213), ソフト系 PZT(C6)の 

蓄積機械パワー密度 Pmと振動損失パワー密度 Pdとの関係 
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LN のハイパワー特性が優れる理由としては、単分域構造の単結晶であることか

ら、多成分固溶体で多分域構造の PZT と比較して結晶構造や分域壁の不安定性

に起因する振動損失が少ないことが挙げられる。 

非 180◦ 分域壁の可逆的運動が瞬時かつ容易に起こることが実験的に確認さ

れているリラクサ系強誘電体 PMN–PT 単結晶を用いてハイパワー特性を評価

することで，強誘電性圧電材料における応力による非 180°分域壁の可逆的運動

は圧電特性に対してはポジティブに，そしてハイパワー特性に対してはネガテ

ィブに影響することが明確となった。PMN-PT 単結晶は PZT 系セラミックスを

凌駕する極めて大きな圧電性を示す優れた圧電材料ではあるが，ハイパワー特

性の側面からはソフト系 PZT 並みであり，ハード系 PZT，LN 単結晶には遠く

及ばない。 

これらの結果は今後のハイパワー材料の探索研究及び新材料開発研究に確か

で大きな指針を与えるものであろう。 
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第 8 章 電歪セラミックスのハイパワー特性 

 

8.1 緒言 

 斜方晶系の緩和型強誘電体であるマグネシウム・ニオブ酸鉛 Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3 

(PMN)と正方晶系の正常強誘電体であるチタン酸鉛 PbTiO3 (PT)との 2 成分固溶

体結晶 xPb(Mg1/3, Nb2/3)O3-(1-x) PbTiO3 (xPMN-(1-x)PT)は前章でも論じたように結

晶相境界 MPB（x～0.32）付近の組成領域で極めて大きな圧電性を示す。しかし

x>0.95 ではキュリー温度が室温以下となり、室温では常誘電的に振る舞う。従っ

て室温では圧電効果は示さないが、大きな電歪効果を示す材料であることが知

られている。そして、この電歪効果を利用した電気機械振動子が極めて高い機械

的品質係数 Qm(～10,000)を有することから 1)、優れたハイパワー用材料になるこ

とが期待される。 

上記の視点に立ち、本章では市販の PZT 系圧電セラミックス N8, N81, N10 と

比較しながら xPMN-(1-x) PT 電歪セラミックスのハイパワー特性を論じる。 

 

8.2  Pb(Mg1/3, Nb2/3)O3- PbTiO3 セラミックスの電歪効果 

 図 8-1 には xPMN-(1-x)PT 電歪セラミックスの 1kHz の周波数で測定された比

誘電率 εr の温度特性が示されている 2)。 PMN/100, PMN/95, PMN/90 はそれ

ぞれ PMN のモル分率 x が x=1.00, x=0.95, x=0.90 の組成セラミックスであること

図 8-1  xPMN-(1-x)PT材の比誘電率 εrの温度特性 
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を示している。PMN/100 では、-9˚C 付近の温度で εr はピークを示すが、そのピ

ークは正常強誘電体と比べてブロードであり、この性質は緩和型強誘電体の特

徴の一つとされている。従って、PMN/100 は室温付近では常誘電体である。PT

のモル分率が増すとピーク温度が高温側にシフトし、同時にピークはシャープ

になる。PMN/95 の εr のピークは室温付近にあるが、PMN/90 ではそのピークは

45℃付近まで上昇するため、PMN/90 は室温では強誘電性を呈する可能性が高い。 

 図 8-2 には 1Hz の交流電界を印加して測定された室温における P-E ヒステリ

シスループが示されている。PMN/100 は非常にスリムな形状をしていることか

ら常誘電体と見なせる。しかし、PMN/90 では 7.1μC/cm2 の残留分極を有する強

誘電体特有のヒステリシスを示すことからこの組成は強誘電体と見なされる。

一方 PMN/95 のヒステリシスの形状は PMN/100 と PMN/90 との中間的な形状で

あり、常誘電体状態と強誘電体状態との中間的な状態にあると推定される。そし

てこの結果は誘電率の温度特性の結果と符合している。 

 圧電ひずみは印加電界の符号を変えると発生ひずみの符号も変わる。一方電

歪は印加電界の符号とは無関係であり、電界と平行方向には常に伸びひずみが、

垂直方向には常に縮みひずみを生じる。そして圧電ひずみは電界に比例するが、

電歪は電界の 2 乗に比例する。 

図 8-3 には 1/120Hz の交流電界を印加して室温中で測定された PMN/100, 

PMN/95, PMN/90 のひずみ S1-電界 E ヒステリシスが示されている。測定用試料

図 8-2  xPMN-(1-x)PT材の P-E ヒステリシスループ 
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は長さ ℓ=30mm, 幅 b=4.6mm, 厚さ t=1mm の矩形板状の電歪振動子が用いられ

た。上下面には全面にわたり銀電極膜が施されている。電界は厚さ方向に印加さ

れ、長さ方向の縮みひずみ S1 が測定された。PMN/100 は履歴の極めて小さい典

型的な電歪効果による電界の 2 乗に比例したひずみを発生している。PT のモル

分率が増すと履歴が大きくなりひずみも増大する。ただ残留ひずみ（E=0 のひず

み）は極めて小さいことから、圧電材料と同様の方法で微小な交流電界を印加し

て大振幅振動を発生させることは困難である。しかしながら微小交流電界の重

畳された直流バイアス電界 Eb を印加すれば、圧電ひずみと同様に大振幅振動の

励振が期待される。 

図 8-4 では S1-E ヒステリシスの勾配から算出した電界上昇時のひずみ係数

S1/E を圧電ひずみ定数 d31 と見立て、これを直流バイアス Eb の関数で示してい

る。PMN/100 では d31は Eb の増大に伴って大きくなる。PMN/95 と PMN/90 では

各々Eb=0.6kV/mm 及び 0.4kV/mm 辺りでピーク値をとり、その後減少に転じる。

そしてピーク値はハード系 PZT と同程度の値を示す。 

  

 

 

 

 

図 8-3  xPMN-(1-x)PT材の歪み S1-電界 E ヒステリシス 



                     92 

8.3 ハイパワー特性 

8.3.1  低振動レベル特性 

直流バイアス電界 Eb=0.2kV/mm を印加して PMN/100, PMN/95, PMN/90 の低振

動レベル(Tm<3MPa)における諸特性が測定された。その結果を表 8-1 に示す。(株)

トーキン製ハード系 PZT である N8 材及びソフト系 PZT である N10 材（表 1-4）

と比較すると PMN-PT 系電歪セラミックスは弾性コンプライアンス s11
E が小さ

図 8-4  xPMN-(1-x)PT材における圧電歪定数 d31に与える直流バイアス Ebの影響 

表 8-1 低振動レベルで測定した電歪材料の諸特性 
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い。即ち弾性的に硬いと言える。一方誘電率は桁違いに大きく電気的には軟かい。

圧電 d31 定数はハード系 PZT 並みかそれ以下である。そして特徴的なことは

PMN/100 の Qmが 12,000 という極めて高い値を示すことである。しかし PMN/95, 

PMN/90 の Qmは数百以下でソフト系 PZT に近い。 

 

8.3.2 ハイパワー特性 

 前項で論じた材料に N81 材（(株)トーキン製ハード系 PZT）を加えハイパワー

特性が測定された。図 8-5、8-6 には s11
E, d31 の Tm 依存性が示されている。ソフ

ト系 PZT である N10 材は低振動レベルから振動レベルの上昇とともに増大する

が電歪セラミックスでは振動レベル依存性はかなり小さいことが分かる。図 8-7

には、Qm の Tm 依存性が示されている。ここでも N10 は低振動レベルからの低

下が認められる。また、N8 も振動レベルと共に低下することが認められるが、

N81 はかなり高い振動レベルまで 1000 以上の値が保持されている。一方

PMN/100 では、Tmが 30MPa を超える高振動レベルにおいてもなお極めて高い値

が保持されることが明らかである。 

振動子の発熱の原因そのものである振動損失パワー密度 Pd に対する振動レベ

ル依存性を図 8-8 に示す。N10 では極めて低い振動レベルから Pd は急激に立ち

上がる。PMN/90、PMN/95 もかなり低い振動レベルから立ち上がっている。こ

れは Qmの初期値が数百以下と低いためであろう。一方 PMN/100 はハード系 PZT 

N81、N8 と比較しても高振動レベルまで Pdの値が低く抑えられている。このこ

とは、PMN/100 が非常に大きな Qmを持ちその値が高振動レベルまで保持れるこ

とに対応している。 

図 8-5  xPMN-(1-x)PT振動子の弾性コンプライアンス s11
E 

に与える振動応力 Tm依存性 
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図 8-6  xPMN-(1-x)PT振動子の圧電歪定数 d
31
に与える振動応力 T

m
依存性 

図 8-7  xPMN-(1-x)PT振動子の機械的品質係数 Q
m
に与える振動応力 T

m
依存性 
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PMN/100 のハイパワー特性が印加直流バイアス電界の値を変えて測定された。

図 8-9、8-10 には d31と Qmに対する結果が示されている。d31 は Eb に比例して直

線的に増大する。そして Eb=0.7kv/mm, Tm=25MPa の場合には d31≅82pC/N となり

図 8-8  xPMN-(1-x)PT振動子の振動損失パワー密度 P
d
 

の振動応力 T
m
依存性 

図 8-9  PMN/100振動子の圧電歪定数 d
31
に与える直流バイアス E

b
の影響 
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ハード系 PZT にせまる値を示した。また Qm に関しては Eb が大きくなるに従い

低下するが、Eb=0.7kV/mm、Tm=25MPa の場合、高振動レベルでもなお Qmは 5,000

を超す高い値を維持しており、ハード系 PZT の値を大きく上回った。従って、

本セラミックスがエネルギー損失の著しく少ない材料であることが改めて確認

される。 

上記結果より、蓄積される振動エネルギーを求めた。蓄積機械エネルギー密

度Uは、(8.1) 式で定義される3)。 

 

(8.1) 

 

 

Qm：機械的品質係数 d31：圧電定数 e：駆動電圧 ωr：角共振周波数  

s11
E：弾性コンプライアンス X ：素子長さ ρ：密度 

 

図 8-11 には、PMN/100 に対する蓄積機械エネルギー密度 U が直流バイアス Eb

の関数で示されている。駆動電圧 eが0.1 V/mm (Tm=1 MPa)の低振動レベルでは、

Eb の U に対する影響は小さい。しかし、e=0.6 V/mm（Tm=25 MPa）の振動レベ

ルに達すると、Eb に応じて U が増大することが判明した。これは本材料がある

程度の振動レベル下では、印加直流バイアスに比例する形で機械エネルギーが

図 8-10  PMN/100振動子の機械的品質係数 Q
m
に与える直流バイアス E

b
の影響 
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蓄積されることを意味する。 

 

8.4 結言 

 PMN-PT系電歪セラミックスの直流バイアス下における振動レベル依存性が

評価された。PMN/100ではTm=25 MPaのかなり高振動レベルで駆動された場合

でも、Qmは従来のハード系PZTの値と比較してはるかに大きな5,000以上の値を

示した。さらにd31も82 pC/Nと高い値が得られた。このことは2000 J/m3を超え

る機械エネルギーが蓄積されることを意味する。従ってPMN-PT系電歪セラミ

ックスは、大振幅振動が励振されても発熱が抑えられた状態で大きな機械的エ

ネルギーの蓄積が可能であり、ハイパワー用途に適した材料と言えよう。 

 

参考文献 

1) Y. Tsuchiya, K. Uchino, and S. Nomura, Jpn. J. Appl. Phys., 20 (1981) 1841. 

2) S. Hayano, S. Takahashi, M. Umeda and T. Wada, Jpn. J. Appl. Phys., 44 (2005) 7024. 

3) S. Hayano, M. Umeda, S. Takahashi and T. Wada, Jpn. J. Appl. Phys., 46 (2007) 4454. 

 

 

 

 

図 8-11  PMN/100材に蓄積機械エネルギーUに与える直流バイアス E
b
の影響 
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第 9 章 各種圧電・電歪材料のハイパワー特性比較 

 

9.1 緒言 

本研究では、圧電・電歪振動子として高い振動レベルでも振動子自体からの

発熱が少なく、高い振動エネルギーの蓄積を可能とするハイパワー用材料を探

索することを大きな目的としている。 

また、ハイパワー用材料を物性論的観点から論じることも目的の一つであ

る。圧電体に電界、応力を加えたときに発生する歪は、本質的な部分

（Intrinsic）と外因性部分（Extrinsic）に分かれる（表 9-1）。特にこの外因性部

分における強誘電性結晶の非 180°ドメイン壁や固溶体の相境界の運動が振動損

失に大きな影響を与えるものと推定されることから、ドメイン壁の動きが異な

る材料を研究用試料として選定を行っている（表 9-2）。 

 

 

 

 

 

表 9-1 ハイパワー特性に与える圧電応答の影響 1) 
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ハード系 PZT に対してはアクセプタ元素によるドメイン壁のピン止め効果を

期待して、Pb(Mn, Sb)O3 を第 3 成分とする PZT 系セラミックスが選定された。

LN 単結晶は非 180°ドメイン構造を持たない単分域構造結晶である理由で選定

された。また非 180◦ ドメイン壁の可逆的運動が瞬時かつ容易に起こることが

知られている材料として PMN-PT 単結晶が選定された。PMN 系電歪セラミッ

クスは室温近傍では常誘電体であり強誘電性ドメイン構造をもたないことが選

定理由となっている。KNN は最近注目されている非鉛系圧電セラミックス中に

あって実用化の期待されているセラミックスであることが選定理由である。 

本章では選定され材料について、電気的過渡応答法を利用して測定されたハ

イパワー特性、特に振動損失パワー密度 Pdの測定結果からハイパワー用材料と

しての適否を論じる。 

 

9.2 各材料のハイパワー特性比較 

 先に選定され材料について、電気的過渡応答法を利用して測定されたハイパ

ワー特性（振動損失パワー密度 Pd）を図 9-1、表 9-3 にまとめて示す。 

高振動レベル下（振動応力 Tm=10MPa, 20 MPa）における振動損失パワー密度

Pd は以下の順になる。 

LN 単結晶＜PMN 系電歪セラミックス＜PMS-PZ-PT(ハード系 PZT )セラミック

ス< C213(ハード系 PZT)＜KNN セラミックス＜C6(ソフト系 PZT)セラミックス

＜PMN-PT 単結晶 

 

表 9-2 各圧電材料における圧電応答について 
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ここで最も損失の小さい材料は LN 単結晶である。LN は損失の主たる原因

となる非 180° ドメイン壁を含まない単分域構造結晶であり、ドメイン構造の

安定性が優れたハイパワー特性を示すもとになっている。一方このドメイン構

図 9-1 各材料の高振動レベルにおける振動損失パワー密度(P
d
)の比較 

表 9-3 高振動レベルで計測した圧電特性を含むハイパワー特性 
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造の安定性は、圧電 d 定数が 20pC/N と小さくハード系 PZT のそれと比べても

かなり大きな差がつく原因ともなっている。しかし Pd 自体が小さいため、振動

子に投入するパワー（印加電圧）をさらに上げることで、大きな機械的振動エ

ネルギーを得ることが可能となる。このような理由で圧電トランス 2)、圧電ア

クチュエータ 3)、強力超音波振動子 4)などのハイパワーデバイスへの応用研究

が活発に行われている。 

PMN 系電歪セラミックスが LN 結晶に次ぐハイパワー特性を示す理由は、室

温では常誘電体でありドメイン構造が存在しないことが大きく寄与しているも

のと推定される。この材料は直流バイアス電界を必要とすることが実用上の欠

点ではあるが、直流バイアスを 0.7kV/mm 加えることで見かけ上の d31 は 

-80pC/N となり、LN より大きくハード系 PZT に近い値を示す。ドメイン構造

を有さない利点の一つは経年的劣化を低く抑える効果のあることであり、特殊

な用途に対しては有用なハイパワー材料と言えよう。 

またハード系 PZT である PSM-PZ-PT セラミックスのハイパワー特性は、LN

結晶、PMN 系電歪セラミックスの次に位置する。しかしながら LN との比較で

はセラミックスであることから大型化、加工性、製造コストの面では圧倒的に

優位にある。PMN 電歪セラミックスとの比較では直流バイアス電界の不要なこ

とが大きな利点である。従って現状では PSM-PZ-PT セラミックスは一般に用

いるハイパワー材料としては LN 結晶、PMN 系電歪セラミックスより優れた材

料と判断される。 

PMN-PT 結晶は極めて大きい圧電 d 定数を有する材料ではあるが、強誘電性

非 180°ドメイン壁が容易に動く性質があるため、ソフト系 PZT と同様大きな

振動損失を示す材料と位置づけられる。従って医療診断用超音波振動子などの

比較的低い振動レベル下で使用される超音波トランスデューサなどとしての応

用に限定されよう。 

KNN セラミックスは非鉛系圧電材料としては注目されるが、ハイパワー材料

としての特性は十分ではなく、さらなる研究開発が必要である。 

 

9.3 結言 

強誘電性ドメイン構造の視点から各種圧電・電歪材料のハイパワー特性が論

じられた。LN 圧電結晶、PMN 系電歪セラミックスについては、ここで評価さ

れた材料中では振動損失パワー密度 Pd の最も低い優れたハイパワー用材料であ

ることが示された。3 成分系 PSM-PZ-PT セラミックスはハイパワー特性として

は上記材料には劣るが、総合的には一番実用的なハイパワー材料であると判断

された。PMN-PT 結晶は振動損失が大きいためハイパワー用材料としては不適

と判断された。また、KNN セラミックスのハイパワー特性は実用レベルに達し
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ていないと判断された。 
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1) L. E. Cross, “Ferroelectric Ceramics: Tailoring Properties for Specific 
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第 10 章 結論 

 

メカトロニクス・強力超音波デバイスなど圧電材料のハイパワーデバイス応

用分野では、一般には高振動レベル領域の振動が利用される。この場合、振動は

圧電材料に高電界の交流信号を印加して励振されるが、励振された振動波形は

弾性的非線形効果によりひずみ波（非正弦波）となる。機械的品質係数 Qmも著

しく低下し、その結果振動損失が増大して大きな発熱を伴う 。また、高振動レ

ベル領域では、材料の弾性、誘電性、圧電性も変化することが指摘されている。

しかし高振動レベルで駆動された場合の諸特性の高精度な測定法が確立されて

こなかったこともあり、この分野の研究は未だ十分には行われていない状況に

あった。このことから、この分野で使用される材料の適性も明確にはされてこな

かった。 

本研究では、まず、圧電材料のハイパワー特性の高精度測定法が論じられた。

次いで代表的な圧電材料を採り上げ、高振動レベルで駆動した場合の弾性、誘電

性、圧電性について高精度な測定が行なわれ、これら材料のハイパワー用途への

適性評価が行われた。それとともに、材料物性の視点からハイパワー圧電特性に

ついて論じられた。測定法とハイパワー特性とに分離して、本研究で得られた主

要な成果を以下にまとめて示す。 

測定法 

(1) 理論と実験の両面から高振動レベルでの振動がひずみ波となるのは弾性的

非線形効果によって生じた高調波成分が基本波に重畳されるためであると

と結論された。 

(2) ハイパワー特性の測定法として電気的過渡応答法を採用したが、振動速度及

び電流の測定データに周波数フィルタ処理を施して基本波成分（正弦波）を

抽出し、これを用いることで電気的過渡応答法の高精度化が達成された。 

ハイパワー特性 

(1) ハイパワー用圧電材料の適否は主に高振動レベルにおける振動損失パワー

密度の大きさで決まる。この損失パワー密度が低い材料ほどハイパワー用

材料として適する。本研究で測定評価された材料中では最も振動損失パワ

ー密度が小さかったのは、LiNbO3（LN）圧電単結晶で、続いて Pb(Mg, 

Nb)O3-PbTiO3（PMN-PT）系電歪セラミックス、Pb(Mn1/3, Sb2/3)O3-PbZrO3-

PbTiO3(PMS-PZ-PT )系圧電セラミックス、(Na0.5, K0.5)NbO3圧電セラミック

ス、0.7Pb(Mg, Nb)O3-0.3PbTiO3圧電単結晶の順であった。 

(2) LN 単結晶のハイパワー特性が優れる理由としては、単分域構造の単結晶で

あることから、他成分固溶体で多分域構造の PZT などと比較して結晶構造や

分域壁の不安定性に起因する振動損失がすくないことが挙げられる。 
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(3) LN 単結晶は、材料が硬く振動損失が少ないため、超音波トランスデューサ、

弾性表面波（SAW）デバイス等に広く応用されている。本研究により、ハイ

パワー特性が優れていることも明らかにされたので、新たな分野への応用も

期待できる。 

(4) PMN-PT 系電歪セラミックスは、靭性が高く、電気光学係数が大きいことか

ら、光シャッターとしてとして光ファイバーの減衰器（VOA）等に利用され

つつある。電歪セラミックスは直流バイアス電界の印加が必須であること、

使用温度範囲が狭いことが問題となるが、ハイパワー分野への応用も期待で

きる。 

(5) KNN はソフト系 PZT と比べればハイパワー特性は優れているといえるが、

ハード系 PZT を凌駕する迄には至らない。しかし、今回作製した KNN の Qm

は 400 程度であるが、2000 を超える値も報告されていることから、ハイパワ

ー材料としての可能性を有している。また、圧電定数は PZT に及ばないも、

比誘電率が小さいことから、圧電出力係数（g）が比較的高いため、圧力セン

サー等への応用展開が期待できる。 

(6) PMN-PT 結晶では、繰り返し応力による非 180°分域壁の可逆的運動が振動

損失を増大させ、これがハイパワー特性を低下させる原因と判断された。逆

に、低電界・低周波域で利用する上では、損失は小さく、他の材料と比べて

大きな圧電定数を有しているため、特に医療機器分野における超音波診断装

置の端子素子として利用されている。 

(7) PMS-PZ-PT 系圧電セラミックスでは、通常の用途（低振動レベル用）に対し

ては圧電性が最大となる結晶相境界付近の組成が選ばれている。しかし本研

究によりハイパワー用途に対しては相境界から少し離れた組成

（0.075Pb(Mn1/3Sb2/3)O3-0.45PbZrO3-0.475PbTiO3）がよりハイパワー特性に優

れることが明らかにされた。 

(8) PMS-PZ-PT(ハード系 PZT )セラミックスは、現状では最も汎用性の高いハイ

パワー用圧電材料と判断される。 
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